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（注1）「オールナイト利用者数」は、平日（月～木曜日）１日において、深夜から朝まで通して利用する者（最低5時間

以上利用し、各店舗のオールナイト料金の対象となるような者）の数であり、単に深夜に利用して数時間滞在して

すぐに出て行く者を除く。年間を通じた平均的な数。

- 1 -

第１部 調査の概要

第１章 調査目的

住居を失いインターネットカフェ・漫画喫茶等の店舗で寝泊まりしながら不安定就労に従

事する「住居喪失不安定就労者」等の実態を、店舗利用者に対する調査を通じて明らかに

する。

第２章 調査・集計方法

（「複合型喫茶店舗を利用する労働者の実態に関する調査」）１．概数調査

（１） 第１次調査

ア．調査対象 全国の24時間営業のインターネットカフェ・漫画喫茶等全店舗

（3,246店舗）の店長・店員等（有効回答数1,173店舗）

イ．調査手法 電話調査（(株)日本リサーチセンター）に対する委託）

ウ．調査項目 ①当該店舗における平日（月曜日～木曜日）１日あたりの平均的な

オールナイト利用者 概数、②①のうち週の半分以上利用する常
（注1）

連者概数

エ．調査時期 平成１９年６月上旬～中旬

（２） 第２次調査

ア．調査対象 第１次調査の対象店舗から、店舗の立地条件や地域を考慮して抽

出した146店舗のオールナイト利用者（回収調査サンプル数87店舗

・1,664人）

イ．調査手法 専門調査員が店舗を訪問して協力を依頼し、店舗がオールナイト

利用者に対して店内でアンケート用紙を配布・回収（(株)日本リサ

ーチセンターに対する委託）

ウ．調査項目 ①性別、②年齢、③オールナイト利用の頻度、④オールナイト利用

の理由（「住居がないため」を含む）、⑤ふだんの仕事の有無、⑥現

在の仕事の形態（「非正規労働者」等を含む）

エ．調査時期 平成１９年６月下旬～７月中旬

（３） 集計方法

「オー第１次調査で得られた「ネットカフェ等のオールナイト利用者（以下原則として

と表す。）の概数」に、第２次調査で得られた「オールナイト利用者にルナイト利用者」

占める住居喪失不安定就労者等（(2)ウの④と⑥をクロス集計）の割合」を乗ずることに

より、住居喪失不安定就労者等の概数を推計するなど、(株)日本リサーチセンターに

より集計。
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（「ネットカフェ等のオールナイト利用者アンケート」）２．生活・就業実態調査

ア．調査対象 東京23区内及び大阪市内のオールナイト利用者のうち、住居を失

っている者等（回収調査サンプル数東京300人・大阪62人・計362

人）

イ．調査手法 調査員（2人1組）による調査票に基づく個別面接調査（「東京ホー

ムレス就業支援事業推進協議会」及び「大阪ホームレス就業支援

センター運営協議会」（いずれも自治体、NPO、有識者等から構成）

に対する委託）

ウ．調査項目 ①住居喪失の理由・期間、②住居確保上の問題点、③求職活動状

況及び活動上の問題点、④求職活動及び住居確保に係る支援希

望の有無、⑤収入・支出状況、その他計29項目

エ．調査時期 平成１９年６月中旬～７月中旬（東京）、６月下旬～７月下旬（大阪）
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第２部 概数調査

第１章 オールナイト利用者概数の推計（第1次調査）

第１節 調査と集計の方法

１．調査の方法

全国の24時間営業のインターネットカフェ・漫画喫茶等全店舗（3,246店舗・表１①）の店

長・店員等に対して、「当該店舗における平日（月曜日～木曜日）１日あたりの平均的なオ

ールナイト利用者概数」及び「そのうち週の半分以上利用する常連者概数」を電話によって

調査したところ、1,173店舗（表１②）から有効回答を得た（回答率36.1%)。

２．集計の方法

各店舗の利用者の特性は、店舗の立地条件の影響を受ける可能性があることから、調査

対象全店舗を、その立地条件により「大規模駅周辺（=１日の乗降客が30万人以上の駅から

1km（徒歩10分）以内に立地する店舗）」、「その他駅周辺（=１日の乗降客が30万人未満の

駅から1km（徒歩10分）以内に立地する店舗）」又は「郊外（=駅から1km（徒歩10分）を超える

場所に立地する店舗）」に区分し、それぞれの立地区分ごとに、「オールナイト利用者概数」

及び「うち週の半分以上利用する常連者概数」の１店舗あたりの回答平均値（表１③⑤）を

求めた。

これに基づき、立地区分ごとに、利用者概数・常連者概数の全店舗計の推計値（表１⑤

⑧）を求め、さらにこれらを合計して全国の推計値を求めた。

表１ オールナイト利用者概数の推計値

大規模駅 その他駅 郊外 全国

周辺 周辺

346店 1,781店 1,119店 3,246店① 調査対象店舗数

126店 674店 373店 1,173店② 有効回答店舗数

26.8人 18.5人 16.7人 18.9人③ 1店舗あたり回答平均値

22.8人～ 16.9人～ 14.9人～ 17.7人～
利用者

④ 95%信頼区間

30.9人 20.1人 18.4人 20.1人
概数

9,273人 32,949人 18,687人 60,909人
⑤ 全調査対象店舗計の

(=③×①）推計値

8.7人 6.5人 6.1人 6.6人⑥ 1店舗あたり回答平均値

6.4人～ 5.7人～ 5.3人～ 6.1人～
常連者

⑦ 95%信頼区間

11.0人 7.2人 6.9人 7.2人
概数

3,010人 11,577人 6,826人 21,413人
⑧ 全調査対象店舗計の

(=⑥×①）推計値
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第２節 集計の結果

集計結果（表１⑤⑧の下二桁を四捨五入した値）は表２のとおりであり、平日１日のオール

ナイト利用者概数は、全国で約60,900人、そのうち週の半分以上利用する常連者概数は

21,400人と推計される。

（人）表２ オールナイト利用者概数・常連者概数の推計値

①オールナイト ②常連者概数

利用者概数

約60,900 約21,400全国

約 4,500 約 1,600北海道・東北

約23,000 約 8,100関東甲信越

約13,800 約 4,900東海・北陸

約 9,000 約 3,200近畿

約10,500 約 3,700中国・四国・九州・沖縄

約 8,500 約 3,000東京23区内

約 1,500 約 500横浜市内

約 3,100 約 1,100名古屋市内

約 2,700 約 1,000大阪市内



（注2）第１次調査で得られた「オールナイト利用者概数」と、第2次調査の「有効回答数」（=オールナイト利用者）は、立

地区分別の構成比がほぼ一致している。
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第２章 オールナイト利用者の属性（第2次調査）

第１節 調査と集計の方法

１．調査の方法

第１次調査の対象店舗から立地区分別・ブロック別に偏りのないよう抽出した146店舗に

対して、専門調査会社の調査員が訪問して協力を依頼し、店舗が平日（月曜日～木曜日）

にオールナイト利用者に対して店内でアンケート用紙を配布・回収したところ、87店舗から

1,664人の調査サンプルが回収された 。
（注2）

２．集計の方法

（１） 対象者の類型化

調査結果の記述にあたり、Q３（オールナイト利用の頻度）、Q４（オールナイト利用の理

由）、Q５（就業状況）、Q６（就業形態）への回答状況に応じて、対象者を表３のように類

型化又は簡略表示をする。

なお、例えば、「住居喪失者」であってかつ「非正規労働者」である者を直接指し示す

場合は、「住居喪失非正規労働者」、「短期労働者」 である者の場合は「住居喪失短期

労働者」などのように表すものとする。

表３ 「概数調査」の回答状況による住居喪失不安定就労者等の類型化

対象者の類型の名称 概数調査における回答項目

常連的利用者 Q3（ｵｰﾙﾅｲﾄ ①週5日以上 又は

利用頻度） ②週3～4日程度

住居喪失者 Q4（ｵｰﾙﾅｲﾄ ⑦現在「住居」がなく、寝泊まりするために利用

帰宅困難者 利用理由） ⑥「住居」に帰りたくないため（当分の間帰らない）

非正規 短期 短期派遣 日雇派遣労働者 Q6（就業形態） ②派遣労働者（派遣先が毎日又は1ヶ月未満で異

労働者 労働者 労働者 日雇以外の なる）

短期派遣労働者

短期直用 日雇直用労働者 ④派遣以外のｱﾙﾊﾞｲﾄ・ﾊﾟｰﾄ・契約社員等

労働者 日雇以外の （日雇いや1ヶ月未満の契約）

短期直用労働者

長期 長期派遣労働者 ③派遣労働者（派遣先が1ヶ月以上固定）

労働者 長期直用労働者 ⑤派遣以外のｱﾙﾊﾞｲﾄ・ﾊﾟｰﾄ・契約社員等

（1ヶ月以上の契約）

正社員 Q5（就業状況） ①正社員等

自営業・フリーランス ⑥自営業・フリーランス

失業者 ④ふだん仕事をしていない（仕事を探している）

無業者 ⑤ふだん仕事をしていない（仕事を探していない）

学生 ③学生（学生アルバイトを含む）



（注3）第１次調査における「オールナイト利用者のうち週の半分以上利用する常連者概数」の「オールナイト利用者概

数」に占める比率（大規模駅前=31.8%、その他の駅前=37.9%、郊外=40.5%）は、どちらかの概数の回答が欠けてい

る店舗のデータを除き、両方の概数に回答した店舗（648店舗）のデータに基づいて算出した。

（注4）週3～4日程度以上のオールナイト利用者である「常連的利用者」と、あるネットカフェ等店舗を週半分程度以上

オールナイトで利用する「常連者」とは、厳密には同一概念ではないが、データ補正に当たってはこれを同等と見

なして計算した。

（注5）回答済みのためにアンケート対象とならない割合は、利用頻度が高い者ほど大きくなると考えられることから、デ

ータの補正に当たっては、「①週5日以上」と回答した者は週6日（5～7日の中間値）の確率で来店し、「②週に3

～4日程度」と回答した者は週3.5日（3～4日の中間値）の確率で来店するものとの仮定に基づき、後者よりも前者

に係る割合が高くなるよう調整した。
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なお、表中の とは労働者派遣によらず事業主に直接雇用される労働「直用労働者」
． ．

者をいう。 「日雇直用労働者」は建設関係職種（労働者派遣事業が禁止）を中心にみら

れる。

（２） データの補正

第２次調査のアンケートは、全体としては、平成１９年６月下旬～７月中旬に実施された

が、各店舗ごとにみると、１日～数日間程度にわたって実施された店舗が大半である。複

数日にわたって実施された場合、２日目以降は、前日までに既に回答済みのためにアン

ケート対象とならない利用者が発生する可能性があるが、このような者は、利用頻度の高

い者に多いと考えられ、得られた調査結果は、オールナイトの利用頻度の高い者の割合

が相対的に小さいものとなっている可能性がある。

このため、第２次調査のQ３（利用頻度）において「①週5日以上」又は「②週に3～4日

程度」利用すると回答した者（=常連的利用者）の全体に占める構成比が、第１次調査で

得られた、「オールナイト利用者のうち週の半分以上利用する常連者概数」の「オールナ

イト利用者概数」に占める比率 に合致するよう 、第２次調査によって得られた各調
（注3） （注4）

査サンプルに対して、立地区分ごとの補正用ウェイト を乗じて、データを補正した。
（注5）

第２節以下で取り扱う数字は、すべてこれらの補正後のデータである。
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第２節 集計の結果

第２次調査の集計結果は以下のとおりである。

回収調査サンプル数は1,664人（ただしQ６の回答対象者は1,177人）である。

表中の「NA」は無回答を意味する。

各項目のパーセンテージは四捨五入しているため、単純に合計しても100.0%にならない

場合がある。

１．性別

Q1 性別

①男 オールナイト利用者は、男性が77.9(％)

②女 77.9％を占めている。22.1

100.0

２．年齢

Q2 年齢

9.5(％)① ～19歳

② 20～24歳 オールナイト利用者は、20歳代30.0

③ 25～29歳 が約半数（51.2％）を占め21.2 （②③）

④ 30～34歳 ている。15.6

⑤ 35～39歳 特に20歳代前半層 が３割8.5 （②）

⑥ 40～49歳 （30.0％）を占めている。9.4

4.1⑦ 50～59歳

1.6⑧ 60歳～

0.1NA

100.0

３．オールナイト利用の頻度

Q3 ネットカフェ・マンガ喫茶などをオールナイトで利用する頻度はどのくらいですか？

17.8(％)① 週5日以上

② 週に3～4日程度 オールナイトの利用頻度をみる20.1

③ 週に1～2日程度 と、「たまに」利用する者が全体の15.8

④ 月に1～2回程度 約1/4（26.0％）であり、「週3～412.1

⑤ たまに 日程度」利用する者が20 .1％、26.0

⑥ 今回はじめて 「週5日以上」利用する者が17.86.4

NA ％となっている。2.0

100.0
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４．オールナイト利用の理由

Q4 ネットカフェ・マンガ喫茶などをオールナイトで利用する理由として、最も近いものを一

（注：なお以下の選択肢における「住居」とは、ふだん帰る自宅やアパート、会社のつ選んでください。

寮・住込み先などをいい、遠い実家は含みません）

52.8(％)① パソコン・ゲーム・漫画等をオールナイトで利用するため

13.3② 遊び等で夜遅くなり「住居」に帰れない（帰るのがおっくうな）ため

③ 仕事等で夜遅くなり(又は朝が早く)「住居」に帰れない

14.5（帰るのがおっくうな）ため

2.5④ 現在旅行(又は出張）中であり、宿がわりに利用

2.1⑤ 「住居」に帰りたくないため（ちかぢか帰る予定）

3.9⑥ 「住居」に帰りたくないため（当分の間帰らない）

7.8⑦ 現在「住居」がなく、寝泊まりするために利用

3.2NA

100.0

オールナイト利用の理由をみると、「パソコン・ゲーム・漫画等をオールナイトで利

用するため」とした者が約半数（52.8％）を占めた。また、「遊びまたは仕事等で住居

に帰れない（帰るのがおっくうな）ため等」とした者 が約３割（27.8％）となってい（②③）

る。

一方、「現在住居がなく、寝泊まりするために利用」とした者」（＝「住居喪失者」）

は、7.8％となっている。

５．オールナイト利用者の就業状況

Q5 ふだん仕事をしていらっしゃいますか？次の中から一つ選んでください。

60.3(％)① 生計をたてるための仕事をしている

8.5② 家族の収入を補助するための仕事をしている

18.1③ 学生（学生アルバイトを含む）

7.3④ ふだん仕事をしていない（仕事を探している）

5.2⑤ ふだん仕事をしていない（仕事を探していない）

0.6NA

100.0

オールナイト利用者の就業状況をみると、「仕事をしている者」 が約７割（①②）

（68.8％）を占め、「学生」が約２割（18.1％）となっている。
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６．オールナイト利用者の就業形態

Q6 （Q5で①②と答えた方のみ）現在の仕事の形態は次のどれですか？

56.0(％)① 正社員等

6.1② 派遣労働者（派遣先が毎日又は1ヶ月未満で異なる）

5.9③ 派遣労働者（派遣先が1ヶ月以上固定）

5.1④ 派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等（日雇いや1ヶ月未満の契約)

15.1⑤ 派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等（1ヶ月以上の契約)

9.2⑥ 自営業・フリーランス

2.5NA

100.0

仕事をしているオールナイト利用者についてその就業形態をみてみると、「正社員

等」が過半数（56.0％）を占めた。「非正規労働者」 は約1/3（32.2％）であり、そ（②～⑤）

のうち「短期派遣労働者」 は6.1％となっている。（②）



- 10 -

第３章 住居喪失不安定就労者等の数の推計等

１．オールナイト利用者に占める住居喪失不安定就労者等の割合

第２次調査のQ４（オールナイト利用の理由）及びQ６（就業形態）をクロス集計することに

よって求めた住居喪失不安定就労者等について、回収調査サンプル数（1,664人）に占める

構成比を店舗の立地区分ごとに求め、さらにそこからその全国における構成比を求めた。

その結果は表４のとおりであり、オールナイト利用者全体に占める「①住居喪失者」の構

成比は全国で7.8％、「②住居喪失非正規労働者」は3.6％、「③住居喪失短期労働者」は

2.3％、「④住居喪失短期派遣労働者」は0.7％であった。

（％）表４ 第２次調査の有効回答数に占める住居喪失不安定就労者等の構成比

大規模駅 その他駅 郊外 全国

周辺 周辺

100.0 100.0 100.0 100.0有効回答数（=オールナイト利用者）

10.3 10.0 2.4 7.8①住居喪失者

7.2 4.4 0.5 3.6②住居喪失非正規労働者

5.8 2.8 0.0 2.4③住居喪失短期労働者（④+⑤）

1.8 0.8 0.0 0.7④住居喪失短期派遣労働者

4.1 2.0 0.0 1.7⑤住居喪失短期直用労働者

0.0 0.5 0.1 0.3⑥住居喪失正社員

0.0 0.0 0.1 0.0⑦住居喪失自営業・ﾌﾘｰﾗﾝｽ

0.9 2.2 0.7 1.5⑧住居喪失失業者

1.7 2.0 0.8 1.6⑨住居喪失無業者

0.0 0.5 0.1 0.3⑩住居喪失学生

２．住居喪失不安定就労者等の数の推計

(１) <１日の利用者数>ベースの推計

第１次調査によって求められた「オールナイト利用者概数の推計値（表１⑤）」に、上記

１によって求められた「第２次調査の有効回答数に占める各類型の住居喪失不安定就労

者等の構成比」（表４）を乗じることにより、各類型の住居喪失不安定就労者等の数を推

計した。この推計は立地区分ごとに行い、それを合計することにより全国計を求めた。

その結果は表５のとおりであり、ネットカフェ等をオールナイトで利用する「①住居喪失

者」は１日あたり全国で約4,700人、そのうち「②住居喪失非正規労働者」は約2,200人と

推計される。また、「③住居喪失短期労働者」は約1,500人であり、その内訳としての

「④住居喪失 労働者」（「住居喪失 労働者」を含む）は約400人であり、短期派遣 日雇派遣

「⑤住居喪失 労働者」（約1,000人）よりも少ない。短期直用



（注6）「短期直用労働者」としては、大都市部での建設業においてみられるような、事業者自らが携帯電話によって登

録者に対して募集を行ったり、早朝の駅前等において直接募集を行う、「日雇直用労働者」の形態がある。
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（人）表５ <１日の利用者数>ベースの住居喪失不安定就労者等の推計値

約4,700①住居喪失者

※北海道・東北

約2,400関東甲信越

約1,300東海・北陸

約 800近畿

約 200中国・四国・九州・沖縄

約1,800東京23区内

約 100名古屋市内

約 800大阪市内

約2,200②住居喪失非正規労働者（③+長期非正規）

※北海道・東北

約1,400関東甲信越

約 300東海・北陸

約 300近畿

約 100中国・四国・九州・沖縄

約1,100東京23区内

※名古屋市内

約 300大阪市内

約1,500③住居喪失短期労働者（④+⑤）

約 400④住居喪失 労働者短期派遣

約1,000⑤住居喪失 労働者短期直用
（注6）

約 200⑥住居喪失正社員

※⑦住居喪失自営業・フリーランス

約 900⑧住居喪失失業者

約 200東京23区内

約 100名古屋市内

約 200大阪市内

約1,000⑨住居喪失無業者

約 300東京23区内

※名古屋市内

約 100大阪市内

（注）※は100人未満であることを表す。

地区ブロック別・都市別の小文字の数字は、サンプル数が少ないため、

参考値として取り扱う必要がある。
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（２） 常連的利用者の<存在数>ベースの推計

上記（１）によって得られた値は、平日１日あたりの全国のオールナイト利用者概数の推

計値に対して、各店舗あたり数日間程度の短い期間に行われたアンケートの結果を利用

者１日ベースに補正したデータを乗じることにより、平日１日あたりの全国のオールナイト

利用者のうちに存在するであろう住居喪失不安定就労者等の数を推計したものである。

しかしながら、住居喪失不安定就労者等は毎日ネットカフェ等で寝泊まりしているとは

限らず、他の施設や路上等を利用して寝泊まりする場合もあり、調査日にはネットカフェ

等を利用せずに調査の対象外となっていた者もいた可能性がある。

このため、オールナイト利用の頻度のデータを用いて、調査の対象外となっていた者を

含む、オールナイトの「常連的利用者」の<存在数>を推計する。

例えば仮に「週５日利用する」と回答した者は、5/7の確率で調査日（１日）にオールナ

イト利用をし、調査の対象となったと考えることができることから、逆に、週５日利用する者

全体の数は、調査によって得られた数の7/5倍相当存在するものと推定することができる。

ここから、Q3（オールナイトの利用頻度）において「①週5日以上」と回答した者の推計

値に対して7/6 、また「②週3～4日程度」と回答した者の推計値（注：6は週5日～7日の中間値）

に対して7/3.5 のウェイトを乗じ、これを合算することにより、ネ（注：3.5は週3日～4日の中間値）

ットカフェ等を週の半分(3～4日程度）以上オールナイト利用する「常連的利用者」の<存

在数>を推計した。

<1日の利用者数>ベースと<存在数>ベースの関係をイメージ的に図示すると、図１のよう

になる。この図において、太枠部分が<1日の利用者数>ベース、図全体が<存在数>ベー

ス、網かけ部分が「常連的利用者」の<存在数>ベースに相当する。

図１ <1日の利用者数>ベースと<存在数>ベースの関係

<存在数>ベース

<1日の利用者数>ベース

「常連（注）網かけ部分は

的利用者」の<存在数>
5日以上利用

に相当する「常連的利用者」 ベース

ネットカフェ等を中心に

週3～4日程度利用
寝泊まりする者

週1～2日程度利用

それ以外の施設や 月1～2日程度利用

路上を中心に寝泊まり たまに利用

する者等 はじめて利用



（注7）「住居喪失無業者」の常連的利用者<存在数>ベースの数字(約900人)は、他の類型と異なり、<1日の利用者数>

ベースの数字（約1,000人)よりも少なくなっているが、これは、「住居喪失無業者」に占める常連的利用者の割合

が低く、「たまに利用」などの割合が高いためである。なお、「住居喪失無業者」は、Q3（寝泊まりする場所）におい

て「路上」を選択する者の割合（東京68.8%）が、住居喪失者全体（東京41.4%）よりも高く、路上生活者が多いと考

えられる。
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推計の結果は表６のとおりであり、ネットカフェ等を週の半分(3～4日程度）以上オール

ナイト利用する「常連的利用者」である「①住居喪失者」は、全国の<存在数>ベースで

約5,400人と推計される。また、「③住居喪失短期労働者」は約1,700人であり、その内訳と

しての「④住居喪失 労働者」（「住居喪失 労働者」を含む）は約600人で短期派遣 日雇派遣

あり、「⑤住居喪失 労働者」（約1,200人）よりも少ない。短期直用

（人）表６ 「常連的利用者」の<存在数>ベースの住居喪失不安定就労者等の推計値

約5,400①住居喪失者

約2,000東京23区内

約 200名古屋市内

約 900大阪市内

約2,700②住居喪失非正規労働者（③+長期非正規）

約1,400東京23区内

約 100名古屋市内

約 400大阪市内

約1,700③住居喪失短期労働者（④+⑤）

約 600④住居喪失 労働者短期派遣

約1,200⑤住居喪失 労働者短期直用

約 300⑥住居喪失正社員

※⑦住居喪失自営業・フリーランス

約1,300⑧住居喪失失業者

約300東京23区内

約100名古屋市内

約300大阪市内
（注7）

⑨住居喪失無業者 約 900

約300東京23区内

※名古屋市内

約100大阪市内

（注）※は100人未満であることを表す。

地区ブロック別・都市別の小文字の数字は、サンプル数が少ないため、

参考値として取り扱う必要がある。

四捨五入の関係で④+⑤=③とならない。
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３．住居喪失不安定就労者等の特徴

（１） 住居喪失不安定就労者等の性別・年齢別構成

第２次調査の結果（上記２（１）の<1日の利用者数>ベース）についてクロス集計すること

により、住居喪失不安定就労者等の性別・年齢別構成比を求めた。

その結果は表７のとおりであり、性別にみると、「全オールナイト利用者」では男性が

77.9％であったが、「住居喪失者」（82.2％）、「住居喪失非正規労働者」（90.0％）では、

よりその構成比が高いものとなっている。

（①～また、年齢別に、まず35歳前後で分けて構成比をみてみると、35歳未満の若年層

が、「全オールナイト利用者」では全体の3/4（76.3%）を占めていたが、「住居喪失者」④）

では約半数（46.4%）であり、「住居喪失非正規労働者」となると約4割（40.2%）となってい

る。

さらに、各年齢層別の分布をみてみると、「全オールナイト利用者」では、20歳代が約半

数（ 51.2％）を占めていたが、「住居喪失者」「住居喪失非正規労働者」のいずれでも、②③

20歳代（ 26.5％・27.3％）と50歳代（ 23.1％・26.5％）に２つの山がみられる（表７・図②③ ⑦

２）。

なお、住居喪失者に限らず男性の不安定就労者等全体について年齢構成をみてみる

と、本調査と同様の20歳代と50歳代の２つの山がみられる（巻末参考を参照のこと）。

（％）表７ 住居喪失不安定就労者等の性別・年齢別構成比

全オールナイト

利用者 住居喪失者 住居喪失

非正規労働者（Q1・Q2再掲）

77.9 82.6 90.0性 ① 男

22.1 17.4 10.0別 ② 女

100.0 100.0 100.0(Q1) 計

9.5 9.8 0.0① ～19歳

76.3 46.4 40.2
② 20～24歳 30.0 13.2 13.1

21.2 13.3 14.2年 ③ 25～29歳

15.6 10.0 12.9齢 ④ 30～34歳

8.5 9.0 7.0(Q2) ⑤ 35～39歳

23.6 53.6 59.8
⑥ 40～49歳 9.4 12.8 16.3

4.1 23.1 26.5⑦ 50～59歳

1.6 8.7 10.0⑧ 60歳～

100.0 100.0 100.0計



（注8）この割合は、「住居喪失者」や「住居喪失非正規労働者」の存在数の大半がネットカフェ等を利用していると解

釈してはならないことに留意（もっぱら他の施設や路上を寝泊まりのために利用しネットカフェ等をあまり利用しな

い「住居喪失者」や「住居喪失非正規労働者」の存在についてはわからないため）。
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図２ オールナイト利用者と「住居喪失者」の年齢別分布

（２） 住居喪失不安定就労者等のオールナイト利用の頻度

第２次調査の結果（上記２（１）の<1日の利用者数>ベース）についてクロス集計すること

により、住居喪失不安定就労者等のオールナイト利用の頻度の分布を求めた。

その結果は表８のとおりであり、週3～4日程度以上利用する「常連的利用者」 の（①②）

割合は、「全オールナイト利用者」の場合で37.9％であるが、「住居喪失者」の場合では

84.9％、「住居喪失非正規労働者」の場合では96.3％と大部分を占めている 。
（注8）

（％）表８ 住居喪失不安定就労者等のオールナイト利用の頻度

全ｵｰﾙﾅｲﾄ

利用者 住居喪失者 住居喪失

非正規労働者（Q３再掲）

17.8 66.6 83.5① 週5日以上
96.3

利 ② 週に3～4日程度
常連的利用者

20.1 18.2 12.8
37.9 84.8

15.8 4.2 1.3用 ③ 週に1～2日程度

12.1 1.2 0.0頻 ④ 月に1～2回程度

26.0 7.5 2.5度 ⑤ たまに

6.4 2.3 0.0(Q3) ⑥ 今回はじめて

100.0 100.0 100.0計
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第３部 生活・就業実態調査

第１章 調査と集計の方法

１．調査の方法

24時間営業のインターネットカフェ・漫画喫茶等のオールナイト利用者のうち、住居を失

っている者等に対して、調査員（2人1組）が店舗内又は店舗入り口付近等において接触し、

店舗内外において調査票に基づく個別面接調査を行った。

調査に当たって、問Ｂ(オールナイト利用の理由)において、「７.現在住居がなく、寝泊まり

するために利用」と回答した者、又は「６.住居に帰りたくない事情があるため（当分の間帰ら

ない）」と回答した者のみを有効票とし、「１．パソコン・ゲーム・漫画等をオールナイトで利用

するため」などその他の選択肢を回答した者は、その時点で調査を中止して無効票とした。

調査対象は、対象者が比較的多く、本調査手法によるデータ収集が可能と考えられる東

京23区内（以下「東京」と略称）及び大阪市内（以下「大阪」と略称）の店舗の利用者とし、

362人（東京300人・大阪62人）の調査サンプルを回収した。

２．集計の方法

（１） 対象者の類型化

調査結果の記述にあたり、問A（オールナイト利用の頻度）、問B（オールナイト利用

の理由）、Q12（就業状況）、Q13（就業形態）への回答状況に応じて、対象者を表９の

ように類型化又は簡略表示をする。これは概数調査において用いた類型（表3）と同様

である。

なお、例えば、「住居喪失者」であってかつ「非正規労働者」である者を直接指し示

す場合は「住居喪失非正規労働者」、また「短期労働者」である者の場合は「住居喪失

短期労働者」などのように表すものとする。
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表９ 「生活・就業実態調査」の回答状況による住居喪失不安定就労者等の類型化

対象者の類型の名称 生活・就業実態調査における回答項目

常連的利用者 問A（ｵｰﾙﾅｲﾄ １．週5日以上 又は

利用頻度） ２．週3～4日程度

住居喪失者 問B（ｵｰﾙﾅｲﾄ ７．現在「住居」がなく、寝泊まりするために利用

帰宅困難者 利用理由） ６．「住居」に帰りたくないたくない事情があるため

（当分の間帰らない）

非正規 短期 短期派遣 日雇派遣労働者 Q13（就業形態） ２．派遣労働者（1日ごとの有期雇用）

労働者 労働者 労働者 日雇以外の ３．派遣労働者

短期派遣労働者 （2日以上～1ヶ月未満の有期雇用）

短期直用 日雇直用労働者 ６．派遣以外のｱﾙﾊﾞｲﾄ・ﾊﾟｰﾄ・契約社員等

労働者 （1日ごとの有期雇用）

日雇以外の ７．派遣以外のｱﾙﾊﾞｲﾄ・ﾊﾟｰﾄ・契約社員等

短期直用労働者 （2日以上～1ヶ月未満の有期雇用）

長期 長期派遣 中期派遣労働者 ４．派遣労働者（1ヶ月以上の有期雇用）

労働者 労働者 常用派遣労働者 ５．派遣労働者（雇用期間の定めなし）

長期直用 中期直用労働者 ８．派遣以外のｱﾙﾊﾞｲﾄ・ﾊﾟｰﾄ・契約社員等

労働者 （1ヶ月以上の有期雇用）

常用直用非正規 ９．派遣以外のｱﾙﾊﾞｲﾄ・ﾊﾟｰﾄ・契約社員等

労働者 （雇用期間の定めなし）

正社員 Q12（就業状況） １．正社員

自営業・フリーランス ８．自営業・自由業・フリーランス

失業者 ３．ふだん仕事をしていない（仕事を探している）

無業者 ４．ふだん仕事をしていない(仕事を探していない）

学生 ５．学生（学生アルバイトを含む）

（２） 調査データの特性

ア 生活・就業実態調査は、調査員がネットカフェ等の店舗内又は店舗入り口付近等に

おいて、約１か月間にわたり広く対象者に接触してデータを得たものであり、得られた

データは単純無作為抽出によるものであることを十分踏まえなければならないものの、

ネットカフェ等を寝泊まりの場所として利用することのある住居喪失者に関する<存在数>

ベースに近い数字が得られたものと考えることができる（図１参照）。

イ そこで、「住居喪失者」のオールナイト利用の頻度別の構成比について、生活・就業

実態調査のサンプルによる結果（表10(1)）と、<1日の利用者数>ベースである概数調査

の結果（表10(2)）と対比して確認してみると、生活・就業実態調査の結果は、概数調査

に比べて「週に1～2回以下」の利用者 の構成比が高く、それらの層の調査サン（3～5）

プルをより多くすくい取っていることがわかり、より<存在数>ベースに近い数字が得られ

ていることがうかがえる。
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（％）表10 「住居喪失者」のオールナイト利用の頻度

生活・就業実態調査 概数調査

<存在数>ベース <1日の利用者数>ベース

(1) 住居喪失者 (2) 住宅喪失者（問B=７）

（Q4=⑦）（表8の再掲）東京 大阪

84.9
1. 週5日以上 27.2 66.651.2

利 2. 週に3～4日程度 29.0 18.3
56.2

12.2
63.4

用 3. 週に1～2日程度 21.4 4.222.0

12.9頻 4. 月に1～2回程度 9.8 1.242.4 2.4 31.7

度 5. たまに 11.2 7.57.3

6. 今回はじめて 1.3 2.3(Q3) 2.4

計 100.0 100.0100.0

（３） 集計の対象

調査サンプルには、「住居喪失者」に準じるものとしての「帰宅困難者」も含まれてい

るが、「住居喪失者」に関する議論を明確化するために「住居喪失者」のみ（東京224人

・大阪41人）について集計した。

また、東京と大阪の調査サンプルについては、地域性による傾向の相違が予想され

ることから、両者を合算せずに別々に集計を行うこととした。

結果としては、第2章にみるように、いくつかの質問項目で東京と大阪の集計結果に

相違がみられたが、これについては、それぞれ東京と大阪の住居喪失者の特性の相違

をあらわしているものと考えられる一方で、特に大阪において調査サンプル数が少ない

（住居喪失者分は41人）ために一部に偏りが生じている可能性も否定できないため、数

字の解釈には慎重を期する必要がある。

なお、本調査が把握しようとしている「住居喪失不安定就労者」の大きな部分を占め

る「住居喪失非正規労働者」に関する基礎数字を得るために、東京分の「住居喪失非

正規労働者」（146人）についての集計結果を掲げた。ただし「住居喪失非正規労働者」

は「住居喪失者」とほぼ同じような傾向を示しているため、煩雑さを避けるため説明文で

の記述は省略した。
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第２章 集計の結果

生活・就業実態調査の集計結果は以下のとおりである。

各質問項目ごとの回答集計表の表頭において、「東京」とあるのは東京分の「住居喪失

者」、「 」は東京分の「住居喪失非正規労働者」、「 」は大阪分の「住居喪失者」（非正規） 大阪

のデータであることを示す。

回答対象者が一部の属性の者に限定される質問文については、質問文の冒頭に、「<住

居喪失者（問B=７）に対して>」のように表示した（実際の調査票ではこの記載はなく、「Q○

へ進む」などの記述によって、回答すべき項目をコントロールしている）。

表中の「NA」は無回答を意味する。各項目のパーセンテージは四捨五入しているため、

単純に合計しても100.0%にならない場合がある。

回収調査サンプル中の回答対象者数(住居喪失者）は、東京224人・大阪41人（ただしQ４

～６は東京224人・大阪41人、Q13～15は東京171人・大阪25人、Q18～27は東京224人・大

阪41人、Q16は東京81人・大阪18人、Q17は東京145人・大阪41人）である。

第１節 調査対象者の基本的属性

１．性別

Ｑ１ 性別

大阪東京 （非正規）

92.7(%)１．男 94.2 % 92.5(%)（ ）

7.3２．女 5.4 6.8

0.0NA 0.4 0.7

100.0100.0 100.0

調査対象住居喪失者の9割以上が男性であった。

２．年齢

<概数調査>Ｑ２ 年齢

全国 東京東京 （非正規） 大阪

9.8(%) 2.0(%)１．19歳以下 0.4(%) 0.0(%) 2.4(%)

13.2 6.1２．20～24歳 15.2 18.5 4.9

13.3 12.2３．25～29歳 12.5 15.1 17.1

10.0 12.2４．30～34歳 8.0 5.5 24.4

9.0 6.1５．35～39歳 5.8 8.2 24.4

12.8 24.5６．40～49歳 20.5 22.6 14.6

23.1 32.7７．50～59歳 25.0 21.2 12.2

8.7 4.1８．60歳以上 12.5 8.9 0.0

0.0 0.0NA 0.0 0.0 0.0

100.0 100.0100.0 100.0 100.0
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調査対象住居喪失者の年齢は、東京では、35歳未満の若年層 （36.1%）よりも35(1～4)

歳以上の中高年層 （63.8％）のほうが多い。大阪では、若年層（48.8%)と中高年層（5～8)

（51.2%)でほぼ2分される。

年齢別の分布をみると、東京では20歳代 と50歳代 に２つの山が見られるが、（2・3） （7)

大阪では30歳代 を中心とした山が１つだけ見られる。（4・5）

概数調査は、<1日の利用者数>ベースの数字であるため、<存在数>ベースに近い生

活・就業実態調査の数字とは母集団が異なり直接比較することはできないが、あえて参

考までに対比してみると（Q2の表の右側に付記）、概数調査においても、全国及び東

京分において似たような２つの山がみられる（なお概数調査の大阪分は回収調査サン

プル数が少ないため割愛した）。

このため、以下の記述においては、適宜、東京分について35歳未満を 、35「若年層」

歳以上を として、両者の傾向の相違を記述することとする（巻末別表に集「中高年層」

計一覧表を添付した）。

３．学歴

Ｑ22 <学生（Q12=５）以外に対して> 最後に卒業（又は中退）した学校は次のどれです

か。

大阪東京 （非正規）

22.0(%)１．中学卒業 19.2(%) 17.1(%)

19.5２．高校中退 21.4 21.9

41.5３．高校卒業 43.3 48.6

2.4４．短大・高専・専門学校中退 3.6 3.4

9.8５．短大・高専・専門学校卒業 3.1 2.7

2.4６．大学中退 1.3 0.7

2.4７．大学卒業 4.0 2.7

0.0NA 4.0 2.7

100.0100.0 100.0

調査対象住居喪失者の学歴は、「高卒」が4割以上を占め（東京43.3%・大阪41.5%）、

「高校中退」（東京21.4%・大阪19.5%）や「中卒」（東京19.2%・大阪22.0%）もそれぞれ2割

程度である。

東京分について年齢階層別にみると、若年層では「高卒」60.5%・「中卒」3.7%である

が、中高年層では「高卒」33.6%・「中卒」28.0%となっている。



（注9）問B（オールナイト利用理由）で６（「住居」に帰りたくない事情があるため（当分の間帰らない））とした場合の具

体的回答例は、「親・配偶者などとの関係がうまくいかず自分から又は追い出されて家を出た」（18人）、「家と職

場の距離が遠い」（7人）、「借金とりたて」（2人）など。

なお、具体的回答例に（ ）書きで付した人数は、東京・大阪・住宅喪失者・帰宅困難者すべての数字である

（以下同様）。
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第２節 住居関係の状況

１．オールナイト利用の理由

問Ｂ ネットカフェ・マンガ喫茶などをオールナイトで利用する主な理由として、次の中から

（注：なお以下の選択肢における「住居」とは、ふだん帰る自宅最も近いものを一つ選んでください。

やアパート、会社の寮・住込み先などをいい、遠い実家は含みません。）

大阪の全サンプル東京の全サンプル

１．パソコン・ゲーム・漫画等をオールナイトで利用するため

遊び等で夜遅くなり「住居」に帰れない(帰るのがおっくうな)ため２．
１～５と回答した者は、

３．仕事等で夜遅くなり（又は朝が早く)「住居」に帰れない
調査を中止して

（帰るのがおっくうな）ため
無効票とした。

４．現在旅行(又は出張）中であり、宿がわりに利用

５．「住居」に帰りたくないため（ちかぢか帰る予定）

21人(33.9%)６．「住居」に帰りたくない事情があるため（当分の間帰らない） 76人(25.3%)

よろしければ、その具体的理由を教えてください （ ）
（注9）

41人(66.1%)７．現在「住居」がなく、寝泊まりするために利用 224人(74.7%)

２．オールナイト利用の頻度

問Ａ ネットカフェ・マンガ喫茶などをオールナイトで利用する頻度はどのくらいですか。

大阪東京 （非正規）

51.2(%)１．週５日程度以上 27.2(%) 32.9(%)

12.2２．週に3～4日程度 29.0 36.3

22.0３．週に１～2日程度 21.4 18.5

2.4４．月に1～2回程度 9.8 5.5

7.3５．たまに 11.2 6.8

2.4６．今回はじめて 1.3 0.0

2.4NA 0.0 0.0

100.0100.0 100.0

調査対象住居喪失者のうち、「週に3～4日程度以上」 オールナイトを利用する（1・2）

「常連的利用者」が、6割程度（東京56.2%・大阪63.4%）存在する。
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３．寝泊まりの場所

Ｑ３ ネットカフェ・マンガ喫茶などのほかに、寝泊まりするためにどんな場所を利用してい

ますか。よく利用するものに「○」、たまに利用するものに「△」を付けてください。(12．以

外複数回答可能）

大阪(1)よく利用するもの 東京 （非正規）

4.9(%)１．ビジネスホテル・旅館 2.7(%) 0.7(%)

0.0２．カプセルホテル 16.1 13.0

12.2３．簡易宿泊所（ドヤ） 3.1 3.4

7.3４．サウナ 23.2 21.9

0.0５．カラオケ店 3.1 2.7

7.3６．ファーストフード店 23.7 24.0

9.8７．その他の飲食店 0.9 1.4

22.0８．路上（公園・河川敷・道路・駅舎等の施設） 29.5 21.2

0.0９．友人の家などに泊めてもらう 7.6 7.5

4.910．夜は起きていて昼に図書館などで寝る 0.4 0.7

9.811．その他（ ） 6.3 6.8

14.612．ネットカフェ・マンガ喫茶以外にはない 4.0 4.1

0.0NA 0.0 0.0

大阪(2)たまに利用するもの 東京 （非正規）

7.3(%)１．ビジネスホテル・旅館 0.9(%) 1.4(%)

12.2２．カプセルホテル 8.5 10.3

2.4３．簡易宿泊所（ドヤ） 0.4 0.0

12.2４．サウナ 8.9 10.3

0.0５．カラオケ店 5.4 6.8

9.8６．ファーストフード店 22.8 28.1

0.0７．その他の飲食店 8.9 11.0

19.5８．路上（公園・河川敷・道路・駅舎等の施設） 11.6 13.0

9.8９．友人の家などに泊めてもらう 14.3 19.2

4.910．夜は起きていて昼に図書館などで寝る 1.8 2.1

9.811．その他（ ） 1.8 1.4



（注10）Q３（寝泊まりの場所）の11（その他）の具体的回答例は、「ビデオボックス・ビデオ試写室・DVDボックス」（17

人）、「時間制でない通常型喫茶店」（2人)、「レンタルルーム・レストルーム」（2人）、「仕事場」（2人)など。
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大阪(3)利用するもの（(1)と(2)の合計） 東京 （非正規）

12.2(%)１．ビジネスホテル・旅館 3.6(%) 2.1(%)

12.2２．カプセルホテル 24.6 23.3

14.6３．簡易宿泊所（ドヤ） 3.6 3.4

19.5４．サウナ 32.1 32.2

0.0５．カラオケ店 8.5 9.6

17.1６．ファーストフード店 46.1 52.1

9.8７．その他の飲食店 9.8 12.3

41.5８．路上（公園・河川敷・道路・駅舎等の施設） 41.1 34.2

9.8９．友人の家などに泊めてもらう 21.9 26.7

9.810．夜は起きていて昼に図書館などで寝る 2.2 2.7

19.511．その他（ ）
（注10）

8.0 8.2

14.612．ネットカフェ・マンガ喫茶以外にはない 4.0 4.1

0.0NA 0.0 0.0

調査対象住居喪失者のうち、寝泊まりの場所として「ネットカフェ等のみ」利用する者

は、東京では4.0%、大阪では14.6％である。逆に言えば、これらに該当しない96.0%(12)

（東京）・85.4%（大阪）の者は、寝泊まりのために路上やネットカフェ等以外の施設も利

用しているということになる。

「路上」を利用する者の割合は、4割程度（東京41.1%、大阪41.5％）である。

その他の施設の利用の状況をみると、東京では「ファーストフード店」（46.4%)や「サウ

ナ」（32.1%）が多く利用されている。

これを年齢別にみると、「友人の家など」を利用する者は若年層で約半数（東京49.4

%）であるが、中高年層では6.3%（東京）にとどまっている。

また、「路上」を利用する者は、若年層（東京34.6%）に比べて中高年層（東京44.8%）

に多い。

参考までに、問Aに対する回答状況に基づくネットカフェ等のオールナイトの「(4)常

連的利用者」(=週3～4日程度以上利用する者）の割合についてみてみると、その割合

は中高年齢層（東京42.7%）に比べて若年層（東京80.3%）に多い。

さらに東京分について、寝泊まりの場所として「路上」を利用する者の割合について

細かな年齢層別にみてみた。表１１は、各年齢層の住居喪失者をそれぞれ100%とした

場合の割合の表であり（「常連的利用者」の割合も付記した）、図３は、これを視覚的に

イメージしやすくするために、住居喪失者全体を100%とした場合の年齢別分布図を描

き、その中に、「A.路上を利用する者の割合」と「Ｂ.（ネットカフェ等の）常連的利用者の

割合」を書き入れたものである。
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（％）表11 「住居喪失者」の年齢別の寝泊まりの場所

寝泊まりの場所 (4)「常連的利用者」(Q3)

(1) 「路上」を利用する者の割合 の割合(Q3=８) (問A=1・2)

(2)「よく利用する」 (3)「たまに利用す

者(○)の割合 る」者(△)の割合

大阪 大阪 大阪 大阪東京 東京 東京 東京

0.0 0.0 0.0 100.01.～19歳 0.0 0.0 0.0 100.0

0.0 0.0 0.0 100.02.20～24歳 23.5 5.9 17.6 91.2

14.3 0.0 14.3 71.43.25～29歳 35.7 17.9 17.9 92.9

50.0 30.0 20.0 70.0年 4.30～34歳 55.6 44.4 11.1 38.9

40.0 10.0 30.0 70.0齢 5.35～39歳 38.5 23.1 15.4 61.5

66.7 66.7 0.0 50.0(Q2) 6.40～49歳 43.5 32.6 10.9 47.8

60.0 20.0 40.0 20.07.50～59歳 44.6 35.7 8.9 35.7

0.0 0.0 0.0 0.08.60歳以上 50.0 46.4 3.6 39.3

41.5 22.0 19.5 63.4全体 41.1 29.5 11.6 56.3

図３ 「住居喪失者」の年齢別の寝泊まりの場所（東京）

（数字は住居喪失者全体に対する構成比（%）)

A. 路上を利用する者の割合 Ｂ. 常連的利用者の割合ネットカフェ等

0.40.4
0.9～19歳

2.7 11.6 1.3 13.820～24歳

2.2 2.2 8.0 0.9 11.625～29歳

3.6 0.9 3.6 4.9 3.130～34歳

1.3 0.9 3.6 2.2 3.635～39歳

6.7 2.2 10.7 9.840～49歳 11.6

8.9 2.2 16.1 8.950～59歳 13.8

5.8 7.6 4.960歳～ 6.3
0.4

=よく路上を利用 =路上を利用しない =非・常連的利用者 =常連的利用者

=たまに路上を利用



（注11）Q４（住居喪失理由）の８（その他）の具体的回答例は、「事業失敗」（3人）、「体調悪く収入減」（2人）、「仕事減

による収入減」（2人）、「家賃値上げで払えず」（2人）、「近隣とのトラブル」（2人）など。「離婚」は「５．家族との関

係が悪く住居を出たため」へ、「仕事を求めて上京」は「６．家族との関係が悪いわけではないが住居を出たかっ

たため」へ整理した。
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その結果、東京の20歳代は、「路上」を利用する者の割合が他の年齢層に比べて低

く（23.5%、35.7%）、またネットカフェ等の「常連的利用者」である者が9割を超えている。

一方東京の50歳代は、「路上」を「よく利用する」とする者の割合が35.7％と比較的高

く、「常連的利用者」である者が35.7％と少ない。

これらのことから、東京の20歳代はネットカフェ等を中心的に利用する傾向があるが、

50歳代はネットカフェ等を中心的に利用する者が少なく、その分、路上を利用するなど

他の施設等も利用している傾向がうかがえる。

４．住居喪失の理由

Ｑ４ <住居喪失者（問B=７）に対して> 「住居」がなくなったのは、主にどんな理由によりま

すか。次の中から一つ選んでください。

大阪東京 （非正規）

17.1(%)１．仕事を辞めて家賃等を払えなくなったため 32.6(%) 34.2(%)

43.9２．仕事を辞めて寮や住み込み先を出たため 20.1 17.1

9.8３．仕事は続けているが、生活費がかさんで家賃等を払えなく 2.2 3.4

なったため

7.3４．借金などのトラブルがあったため 5.4 8.2

12.2５．家族との関係が悪く、「住居」を出たため 13.8 11.0

2.4６．家族との関係が悪いわけではないが、「住居」を出たかったため 4.5 5.5

0.0７．友人等と同居していたが、居づらくなりその家・部屋を出たため 3.1 3.4

4.9８．その他（ ）
（注11）

11.2 9.6

2.4NA 7.1 7.5

100.0100.0 100.0

住居を喪失するに至った理由としては、「仕事を辞めて家賃等を払えなくなった」り（東

京32.6%・大阪34.2%）、「仕事を辞めて寮や住み込み先を出た」こと(東京20.1%・大阪43.9

%)が多くあげられており、「仕事を辞めたことが原因で住居を失った」とする者 が過(１・2)

半数を占めている。

ついで、「家族との関係悪化によって家を出た」者 も、東京で13.8%、大阪で12.2%と(5)

なっている。
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５．住居のあった場所

Ｑ５ <住居喪失者（問B=７）に対して> なくなった「住居」があった場所はどこですか。

大阪東京 （非正規）

14.6(%)１．現在、寝泊まりしているネットカフェ等と同じ市区町村 8.5(%) 8.9(%)

29.3２．現在、寝泊まりしているネットカフェ等と 33.5 37.0

同じ都道府県内の別の市区町村

12.2３．現在、寝泊まりしているネットカフェ等と 30.4 27.4

異なる都道府県の市区町村（通勤圏内）

41.5４．現在、寝泊まりしているネットカフェ等と 22.3 20.5

異なる都道府県の市区町村 （通勤圏外）

2.4NA 5.4 6.2

100.0100.0 100.0

（1・2・3）喪失した住居があった場所については、東京では「都内や通勤圏内の近場」

にあったとする者が72.4%と大半を占める。

６．住むところとして最後に頼れる場所

Ｑ６ <住居喪失者（問B=７）に対して> 実家など、住むところとして最後に頼れる場所があ

りますか。

大阪東京 （非正規）

22.0(%)１．ある 43.3(%) 47.3(%)

75.6２．ない 53.1 49.3

2.4NA 3.6 3.4

100.0100.0 100.0

住むところとして最後に頼れる場所が「ある」者は、東京では43.3%であり、大阪では

22.0%である。

東京分について年齢階層別にみると、住むところとして最後に頼れる場所が「ある」者

は、若年層で55.6%であるのに対して、中高年層は36.4%となっている。
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７．住居喪失期間

Ｑ７ 「住居」がなくなってから（又は「住居」に帰らなくなってから）の期間はどのくらいです

か。

大阪東京 （非正規）

17.1(%)１．1か月未満 4.5(%) 2.1(%)

14.6２．1か月～3か月未満 15.2 15.1

9.8３．3か月～6か月未満 16.5 19.9

19.5４．6か月～１年未満 8.9 9.6

19.5５．1年～3年未満 19.2 21.9

4.9６．3年～5年未満 9.8 8.9

7.3７．5年～10年未満 11.6 8.9

7.3８．10年以上 13.8 13.0

0.0NA 0.4 0.7

100.0100.0 100.0

住居を失ってからの期間については、東京では、「最近」 から「10年以上」 まで（1・2） （8)

ばらついている。

（2・東京分について年齢階層別にみると、若年層は比較的短い「1か月～6か月未満」

の者が58.0%を占め、中高年層は「1年以上」の長期にわたる者 72.8%を占める。3) （5～8)が

８．住居確保の希望・活動

Ｑ８ 「住居」を確保することについて、あてはまるものはどれですか。

大阪東京 （非正規）

9.8(%)１．「住居」を確保したいと思わない 30.8(%) 25.3(%)

58.5２．「住居」を確保したいが、具体的な活動・努力(貯蓄など)はしていない 48.7 50.0

26.8３．「住居」を確保するための具体的な活動・努力（貯蓄など）をしている 17.9 21.2

4.9NA 2.7 3.4

100.0100.0 100.0

住居を確保することに対する姿勢については、「住居を確保したいが具体的な活動・

努力(貯蓄など)はしていない」とする者が多い(東京48.7%・大阪58.5%)。

一方、「住居を確保したいと思わない」とする者が、東京で30.8%に及んでいる。

東京分について年齢階層別にみると、中高年層は若年層に比べて、「住居を確保した

いと思わない」者が少なく（中高年層23.1%・若年層44.4%）、「具体的努力をしている」者

が多い（中高年層23.8%・若年層7.4%）。
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ここで、住居確保の希望・活動の状態が他のどんな要素と関係を有するのか探るた

め、東京分について、Q8と他の各項目とのクロス集計を行い、その主な結果を整理する

と表12のとおりとなる。ここから、「住居を確保したいと思わない」とする者は、35歳未満の

若年層、住居喪失から半年以内の者、失業者・無業者であるか働いている場合は日雇

直用労働者、職種が「その他(詳細不明）」である者、正社員の経験がない者、借金を有

する者である割合が高い傾向がみられる。

（％）表12 住居確保の希望・活動に関する各類型の特徴（東京）

Q8

住居を確保した 住居を確保した 住居確保の努

(1) (3)いと思わない いが努力はして 力をしている

(2)いない

（100.0=69人） （100.0=109人） （100.0=40人）

年齢層 35歳未満 52.2 33.0 15.0（Q2) （1～4)

寝泊まりの場所 路上 46.4 41.3 37.5（Q3) (8)（よく+たまに）

住居喪失期間 6ヶ月未満 44.9 32.0 32.5（Q7) （1～3)

住居確保上の問題 問題なし 24.6 4.6 10.0（Q10） (7)

就業状況・就業形態 日雇派遣労働者 2.9 14.7 27.5(2)

日雇直用労働者 36.2 38.5 20.0（Q12・Q13) (6)

失業者+無業者 27.5 25.7 15.0(3・4)

職種 建設関係 24.6 33.9 35.0（Q14） (5)

その他 15.9 5.5 5.0(12)

正社員の経験 経験なし 37.7 21.1 15.0（Q23） (1)

借金の状況 あり 37.7 33.0 12.5（Q21) (1)

（注）数字は、住居喪失者をQ8（住居確保の希望・活動）への回答に基づいて、「住居を確保したいと思

わない(1)」「住居を確保したいが努力はしていない(2)」「住居確保の努力をしている(3)」の3類型に

分け、それぞれのうち表側の各項目に該当する者がどのぐらいの割合であるかを表している。



（注12）Q10（住居確保にあたっての問題）の６（その他）の具体的回答例は、「仕事がない・少ない・不定期・お金がな

い」（8人）、「アパートに入居したくない」（3人）、「借金の存在」（2人）など。
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９．住居確保のための相談窓口等の希望

Ｑ９ 「住居」を確保することに関して、相談窓口や正確な情報が得られる機会が欲しいと思

いますか。

大阪東京 （非正規）

53.7(%)１．はい 58.0(%) 56.8(%)

22.0２．いいえ 39.3 39.0

24.4NA 2.7 4.1

100.0100.0 100.0

過半数の者（東京58.0%・大阪53.7%）が、住居確保のための相談窓口や正確な情報が

得られる機会等を希望している。

１０．住居確保にあたっての問題

Ｑ10 「住居」を確保することに関して、何が問題になっていますか。次の中からあてはまる

ものを全部あげてください。(７．以外複数回答可能）

大阪東京 （非正規）

75.6(%)１．ｱﾊﾟｰﾄ等の入居に必要な初期費用(敷金等)をなかなか貯蓄できない 66.1(%) 64.4(%)

24.4２．ｱﾊﾟｰﾄ等の入居に必要な保証人を確保できない 31.3 32.2

58.5３．ｱﾊﾟｰﾄ等に入居しても家賃を払い続けるための安定収入が無く不安 37.9 38.4

0.0４．家賃や光熱費がもったいないので 3.6 4.1

苦労してｱﾊﾟｰﾄ等へ入居する気になれない

7.3５．住み込み可能な求人や社員寮のある会社の求人が見つからない 12.1 11.6

2.4６．その他（ ）
（注12）

10.7 7.5

7.3７．特に問題になることはない 12.1 11.6

2.4NA 2.7 2.7

住居を確保するに当たっての問題点としては、「住居入居初期費用(敷金等)の貯蓄

の難しさ」 が最も多くあげられている(東京66.1%・大阪75.6%）。ついで、「安定収入が(1)

無いために住居入居後に家賃を払い続けられるかどうか不安である」こと があげられ(3)

ている（東京37.9%・大阪58.5％)。また「入居保証人の確保の難しさ」 を問題点として(2)

あげる者も多い（東京31.3％・大阪24.4％）。



（注13）Q11（ネットカフェ等がなかった場合の寝泊まりの場所）の８（その他）の具体的回答例は、「ビデオボックス等」

（4人）など。そのほか、「どうなっていたかわからない」（4人）という回答があったが、同様の回答は「無回答」の中

にも含まれている可能性がある。
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１１．ネットカフェ等がなかった場合の寝泊まりの場所

Ｑ11 もし、ネットカフェや漫画喫茶などがなかった場合、寝泊まりする場所をどうしていた

と思いますか。次の中から最も可能性が高いと思うものを一つ選んでください。

大阪東京 （非正規）

22.0(%)１．宿泊施設（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾎﾃﾙ・旅館・ｶﾌﾟｾﾙﾎﾃﾙ・簡易宿泊所（ﾄﾞﾔ） 17.0(%) 19.2(%)

等）で寝泊まりしていた

31.7２．ネットカフェ・漫画喫茶等以外の深夜営業店舗（ｻｳﾅ・ｶﾗｵｹ店 24.6 26.7

・ﾌｧｰｽﾄﾌｰﾄﾞ店・その他飲食店等）を利用して寝ていた

19.5３．路上（公園・河川敷・道路・駅舎等の施設）で寝ていた 29.0 24.0

7.3４．友人の家などに泊めてもらっていた 11.6 11.6

0.0５．夜は起きていて昼に図書館などで寝ていた 0.4 0.0

2.4６．努力して前の「住居」を失わないようにしていた 0.0 0.0

4.9７．努力して新しい「住居」を確保していた 0.4 0.7

7.3８．その他（ ）
（注13）

3.1 4.1

4.9NA 13.8 13.7

100.0100.0 100.0

調査対象住居喪失者に対して、ネットカフェや漫画喫茶などがなかった場合に寝泊ま

りの場所をどうしていたかと思うかを尋ねたところ、「路上」「サウナ・ファーストフード店な

どの深夜営業店舗」「宿泊施設」をあげるものがそれぞれ2～3割程度であり、この3つで

全体の7割程度を占める。

そのうち「路上」を利用していたであろうという者について着目してみると、東京では

29.0%、大阪では19.5%であった。

東京分について年齢階層別にみると、若年層では「友人の家」（29.6%)、「路上」（19.8

%)の順に多いが、中高年層では「路上」（34.3%)、「サウナ・ファーストフード店などの深夜

営業店舗」（29.4%)の順に多い。
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第３節 就業関係の状況

１．就業状況

Ｑ12 ふだん、仕事をしていらっしゃいますか。次の中から一つ選んでください。

大阪東京 （非正規）

61.0(%)１．生計をたてるための仕事をしている 74.6(%) 98.6(%)

0.0２．家族の収入を補助するための仕事をしている 0.9 0.7

31.7３．ふだん仕事をしていない（仕事を探している） 16.5 0.0

7.3４．ふだん仕事をしていない（仕事を探していない） 7.1 0.0

0.0５．学生（学生アルバイトを含む） 0.0 0.0

0.0NA 0.9 0.7

100.0100.0 100.0

調査対象住居喪失者は、「仕事をしている者」 が大半を占める（東京75.5%・大（1・2)

阪61.0%）が、「失業者」 が東京では16.5%であるのに対して大阪では31.7%となってい(3)

る。

２．就業形態

Ｑ13 <就業者（Q12=１・２）に対して> 現在の仕事の形態は次のどれにあてはまりますか。

次の中から一つ選んでください。

大阪東京 （非正規）

8.0(%)１．正社員 1.2(%) ―

20.0２．派遣労働者（１日ごとの有期雇用） 18.1 21.1(%)

4.0３．派遣労働者（２日以上～１か月未満の有期雇用） 5.3 6.1

0.0４．派遣労働者（１か月以上の有期雇用） 1.8 2.0

4.0５．派遣労働者（雇用期間の定めなし） 2.9 3.4

36.0６．派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等（１日ごとの有期雇用） 45.6 53.1

0.0７．派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等 7.6 8.8

（2日以上～1か月未満の有期雇用）

4.0８．派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等（１か月以上の有期雇用） 1.2 1.4

8.0９．派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等（雇用期間の定めなし） 3.5 4.1

16.010．自営業・自由業・フリーランス 9.9 ―

0.0NA 2.9 ―

100.0100.0 100.0

調査対象住居喪失者のうち就業者の就業形態については、「日雇直用労働者」が最

も多く（東京45.6%・大阪36.0%）、「日雇派遣労働者」はそれよりも少ない（東京18.1%・大

阪20.0%）。



（注14）「日雇直用労働者」の43.6%（東京）が建設関係の仕事に従事している。
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ここで、住居喪失者の就業状況と就業形態の全体像をみるために、Q12とQ13の回答

状況をあわせて構成比を求めた(表13）。

これによれば、住宅喪失者のうち「非正規雇用労働者」が、東京で65.6%、大阪で46.3

%を占める。

細かい分類でみると、東京では、「日雇直用労働者」 （34.8%)が最も多く、これは
（注14）

「日雇派遣労働者」（13.8%）よりも多い。そのほか、「失業者」が16.5%となっている。

一方大阪では、「失業者」（31.7%)が最も多いが、ここでも、「日雇派遣労働者」（12.2

%）よりも「日雇直用労働者」（22.0%)のほうが多い。

表13においては、概数調査によって得られた住居喪失者の構成比についても付記し

た。生活・就業実態調査と概数調査では、<1日の利用者数>ベースと<存在数>ベース

で母集団が異なり単純な比較はできないが、概数調査の結果においても「日雇派遣労

働者」を含む「短期派遣労働者」（全国9.3%・東京11.7%）よりも「日雇直用労働者」を含

む「短期直用労働者」（全国21.7%・東京34.5%）や、「失業者」（全国19.9%・東京11.7%）、

「無業者」（全国20.5%・東京15.8%）の方が多いという同様の傾向がみられる。

（％）表13 「住居喪失者」の就業状況・就業形態別構成比

生活・就業実態調査 概数調査

<存在数>ベース <1日の利用者数>ベース

東京 全国 東京大阪

100.0 100.0住居喪失者 100.0 100.0

12.2非正規 短期 短期派遣 労働者日雇派遣 13.8

9.3 11.7労働者 労働者 労働者 日雇以外の
4.0 2.4

短期派遣労働者

22.0短期直用 労働者日雇直用 34.8

21.7 34.5労働者 日雇以外の
5.8 0.0

短期直用労働者

5.1 6.1
長期 長期派遣 中期派遣労働者 1.3 0.0

2.4労働者 労働者 常用派遣労働者 2.2

2.4長期直用 中期直用労働者 0.9

10.9 10.2労働者 常用直用非正規
2.7 4.9

労働者

3.7 5.1正社員 0.9 4.9

0.6 1.5自営業・フリーランス 7.6 9.8

19.9 11.7失業者 16.5 31.7

20.5 15.8無業者 7.1 7.3



（注15）Q14（職種）の12（その他）の具体的回答例は、「都市雑業（空き缶拾い・古物回収等）」（8人）など。
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３．職種

Ｑ14 <就業者（Q12=１・２）に対して> 現在の仕事の職種は次のどれに当てはまります

か。次の中から主なものを一つ選んでください。

大阪東京 （非正規）

0.0(%)１．事務・ＩＴ関係 0.6(%) 0.0(%)

20.0２．製造関係 5.3 6.2

12.0３．運転・運搬・倉庫関係 13.5 15.8

8.0４．警備関係 6.4 7.5

24.0５．建設関係 40.9 43.8

0.0６．清掃関係 6.4 7.5

0.0７．医療・介護関係 0.0 0.0

0.0８．営業関係 1.8 2.1

8.0９．販売関係 4.1 3.4

8.010．飲食店関係 4.1 4.8

12.011．その他の接客・サービス関係 4.1 3.4

8.012．その他（ ）
（注15）

11.7 4.8

0.0NA 1.2 0.7

100.0100.0 100.0

調査対象住居喪失者のうち就業者の職種については、「建設関係」が最も多い（東京

40.9%・大阪24.0%）。次いで、東京では「運転・運搬・倉庫関係」（13.5%）、大阪では「製

造関係」（20.0%)が多い。

東京分について年齢階層別にみると、若年層でも、「建設関係」が最も多いがその割

合(22.7%)は、中高年層（52.4%)よりも低い。

４．正社員の経験

Ｑ23 <学生（Q12=５）以外に対して> これまで、正社員として勤務した経験がありますか。ある場合、そ

の期間は合計でどのくらいですか。

大阪東京 （非正規）

19.5(%)１．正社員の経験はない 26.3(%) 25.3(%)

12.2２．１年未満 11.2 13.7

17.1３．１年～３年未満 11.2 10.3

12.2４．３年～５年未満 6.3 5.5

19.5５．５年～10年未満 9.4 8.9

19.5６．10年以上 34.8 35.6

0.0NA 0.9 0.7

100.0100.0 100.0
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正社員として勤務した経験については、「経験のある者」 が大多数を占める（東（2～6)

京72.9%・大阪80.5%）。特に東京では、約1/3（34.8%）が「10年以上の経験」のある者であ

る。

東京分について年齢階層別にみると、若年層では、「経験のない」者が48.1％となっ

ており、中高年層では「10年以上の経験」のある者が52.4%となっている。

５．求職活動状況

Ｑ15 <就業者（Q12=１・２）に対して> より安定した仕事への転職をするために、求職活動

をしていますか。

大阪東京 （非正規）

20.0(%)１．具体的な求職活動をしている 25.7(%) 27.4(%)

44.0２．今は求職活動をしていないが、今後求職活動をする予定 37.4 40.4

36.0３．今も求職活動をしていないし、今後も求職活動をする予定はない 33.3 28.8

0.0NA 3.5 3.4

100.0100.0 100.0

調査対象住居喪失者のうち就業者は、より安定した仕事への転職をするために、「現

具体的な転職活動をし」ていたり 、「今後する予定」 とする者が、約6割に達している在 (1) (2)

（東京63.1%・大阪64.0%）。

東京分について年齢階層別にみると、「転職活動をしている者」 については、中高(1)

活動の予定なし」 とする年層（32.4%)は若年層（15.2%）の約2倍であるが、逆に、「転職 （3)

中高年層（42.9%)は若年層（18.2%）の約2倍となっている。者も、

なお、住居喪失者全体からみると、「転職活動をしている就業者」（東京19.6%・大阪

12.2%）と、現在仕事がなくて探している「失業者」（東京16.5%・大阪31.7%)をあわせて、

具体的求職活動中の者は、４割近い（東京36.2%・大阪43.9%）。

６．ハローワークの利用状況

Ｑ16 <転職活動中の就業者（Q12=１・２かつQ15=１）及び失業者（Q12=３）に対して>

求職活動においてハローワークを利用していますか。(３．以外複数回答可能）

大阪東京 （非正規）

50.0(%)１．ハローワークで求人情報を探している 37.0(%) 50.0(%)

0.0２．ハローワークで職業相談・職業紹介を受けている 11.1 10.0

44.4３．ハローワークを利用していない 54.3 45.0

5.6NA 1.2 0.0

現在仕事を探している就業者・失業者のうち、「ハローワークを利用している」者は、約

半数（東京44.5% =100%-54.3%-1.2% ・ 大阪50.0% =100%-44.4%-5.6%）である。



（注16）Q17（求職活動に対する支援希望）の４（その他）の具体的回答例は、「住居・住民票の取得」（4人）、「面接交

通費」（2人）など。なお、年齢制限のない求人・日払い求人・経験職種の求人や、正確な求人（求人実際の労働

条件と相違ない求人・見かけ上の男女共用求人でない求人など）を希望するという回答については、「２．求人

情報が欲しい」に整理した。

（注17）Q18（求職活動にあたっての問題）の７（その他）の具体的回答例は、「病気、精神状態・体調がよくない」（10

人）、「面接用の交通費等の当面の金がない」（4人）、「携帯電話がない」（4人）、「保証人・連絡先がない」（4

人）、「体力が不安」（3人）、「人間関係が煩わしい・対人関係がへた」（3人）、「学歴・経歴」（3人）など。「運転免

許がない」（3人）は「２．職歴・技能等が不十分」に整理した。
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７．求職活動に対する支援希望

Ｑ17 <転職活動中又は転職を予定している就業者（Q12=１・２かつQ15=１・２）、失業者

（Q12=３）に対して> 求職活動において、今後具体的にどんな支援を希望しますか。

次の中からあてはまるものを全部あげてください。(５．以外複数回答可能）

大阪東京 （非正規）

27.6(%)１．ハローワークで職業相談・職業紹介を受けたい 20.0(%) 21.2(%)

69.0２．求人情報が欲しい 58.6 59.6

6.9３．職業訓練を受けたい 17.2 19.2

27.6４．その他（ ）
（注16）

4.8 6.1

6.9５．特に支援はいらない 24.1 21.2

2.1 1.0 4NA 3.

現在仕事を探している就業者・失業者が、求職活動において希望している支援の内

容は、「求人情報の提供」(東京58.6%・大阪69.0%）が最も多く、「ハローワークの職業相

談・職業紹介を受けたい」とする者も東京で20.0％、大阪で27.6%となっている。

８．求職活動にあたっての問題

Ｑ18 <学生（Q12=５）以外に対して> 求職活動をする上で（又はしようとする上で）、何が

問題になっていますか？あてはまるものを全部あげてください。（８．以外複数回答可）

大阪東京 （非正規）

4.9(%)１．求人条件の年齢があわない 32.6(%) 29.5(%)

7.3２．職歴・技能等が不十分 19.2 19.9

26.8３．希望する条件の仕事がない 18.8 15.8

4.9４．就職・転職活動をする時間的余裕がない 5.4 7.5

53.7５．日払いでないと生活費が続かない 40.2 46.6

56.1６．現在、履歴書に書く住所がない 30.4 30.1

29.3７．その他（ ）
（注17）

9.8 6.8

9.8８．特に問題になることはない 10.3 7.5

7.3NA 4.5 5.5
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調査対象住居喪失者が求職活動をする上で（又はしようとする上で）の問題点と考え

ていることとしては、「日払いでないと生活費が続かない」という点（東京40.2%・大阪53.7

%）と、「履歴書に書く住所がない」点(東京30.4%・大阪56.1%）が上位にあげられている。

東京分について年齢階層別にみると、「日払いでないと生活費が続かない」とする者

が中高年層で28.0%であるのに、若年層では61.7%となっている。

なお、「求人年齢があわないと」する者が東京で32.6%と多いのは、東京は年齢層の高

い者の構成比が高いため（40歳以上=東京58.0%・大阪26.8%）であると考えられる。

９．１ヶ月の収入

Ｑ19 <学生（Q12=５）以外に対して> 収入は１か月にいくらぐらいになりますか（ここ３か月

（注：整数または小数の場合は小ぐらいの平均）。（ ）内にあてはまる数を記入してください。

数点以下1位までで記入）

大阪東京 （非正規）

(万円)１か月の収入額（平均額） 10.7 11.3(万円) (万円) 8.3

17.1(%)NA 6.7(%) 2.7(%)

調査対象住居喪失者の平均月収額(手取り）は、東京で10.7万円、大阪で8.3万円で

ある。

ただしこの数字は、定収入のない失業者・無業者も含む数字であるので、就業形態

別にみていく必要があり、これを一覧表にしたものが表14である（回収調査サンプル数

の少ない正社員等は割愛した）。

なお、東京分の「②住居喪失非正規労働者」については、年齢層別でも分けて集計

した。

これによれば、「②住居喪失非正規労働者」の収入額は、東京11.3万円（若年層13.2

万円・中高年層10.0万円）・大阪9.3万円、「④住居喪失日雇派遣労働者」の収入額は、

東京12.8万円となっている。

また、大阪において「①住居喪失者」全体の数字が8.3万円と低いのは、もともと大阪

の調査サンプル自体が少ない（41人）ところに、定収入のない「⑦住居喪失失業者」

（31.7%）、「⑧住居喪失無業者」(7.3%）の割合があわせて約４割を占めることによるもの

と考えられる。

なおこれらの収入額は手取額であるので、税込み額面額では、これらよりも1割程度

以上多いものと考えられる。
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（万円）表14 就業状態・就業形態別の収入額

大阪東京

8.3①住居喪失者 10.7

9.3②住居喪失非正規労働者 11.3

-若年層 13.2

-中高年層 10.0

8.5③住居喪失日雇労働者 11.0

※④住居喪失日雇派遣労働者 12.8

※⑤住居喪失日雇直用労働者 10.3

※⑥住居喪失自営業・フリーランス 19.5

6.3⑦住居喪失失業者 4.9

※⑧住居喪失無業者 2.9

（注）※は対象調査サンプルが10人未満であることを表す。
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第４節 生活の状況

１．１ヶ月の支出

Ｑ20 <学生（Q12=５）以外に対して> 毎月の支出は平均していくらぐらいになりますか（こ

こ３か月ぐらいの平均）。次の各項目について（ ）内に当てはまる数を記入してくださ

（注：整数または小数の場合は小数点以下1位までで記入）い。

大阪(1) 食費 東京 （非正規）

(万円)平均額（空欄を0円として処理した場合） 2.5 2.9(万円) (万円) 2.1

(万円)平均額（空欄をNAとして処理した場合） 2.9 3.2(万円) (万円) 3.2

(2) 寝泊まりのための費用(ﾈｯﾄｶﾌｪ等の利用料を含む)

(万円)平均額（空欄を0円として処理した場合） 2.4 2.7(万円) (万円) 2.3

万円)平均額（空欄をNAとして処理した場合） 2.8 3.1(万円) (万円) 4.0(

(3) 衣服・日用品や理美容・浴場など生活必需項目

(万円)平均額（空欄を0円として処理した場合） 0.6 0.6(万円) (万円) 0.1

(万円)平均額（空欄をNAとして処理した場合） 0.9 0.9(万円) (万円) 0.3

(4) 携帯電話代

(万円)平均額（空欄を0円として処理した場合） 0.4 0.4(万円) (万円) 0.4

(万円)平均額（空欄をNAとして処理した場合） 0.5 0.6(万円) (万円) 1.0

(5) 娯楽（飲酒・ギャンブル・ゲーム・雑誌などを含む）

(万円)平均額（空欄を0円として処理した場合） 1.7 1.2(万円) (万円) 0.2

(万円)平均額（空欄をNAとして処理した場合） 2.6 1.9(万円) (万円) 0.5

まず、それぞれの支出項目別の支出額の分布についてみてみると、表15のとおりと

なり、対象者により相当程度のばらつきがみられるとともに、「空欄」としていた者が相当

割合にのぼることがわかる。

この「空欄」は、「0円」や「0円に近い少額」を意味する場合のほか、婉曲な回答拒否

の場合や、1か月分の毎日異なる支出額の記憶をたどって合計額を回答することが、比

較的記憶しやすい収入額や借金額とは異なり困難であることから回答者自身も「わから

ない」場合など様々な場合があると考えられる。

「空欄」回答は相当割合にのぼるだけに、その処理如何で集計結果に影響を与える

可能性があると考えられるため、空欄を「0円」として処理した場合と、「NA」として処理

した場合の結果を併記した。
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（％）表15 支出額の分布

食費 寝泊まり費 生活必需品 携帯電話 娯楽

大阪 大阪 大阪 大阪 大阪東京 東京 東京 東京 東京

9.8 12.2 0.0 2.4 0.050,000円超 8.0 5.4 0.9 0.0 5.4

7.3 7.3 0.0 0.0 0.0～50,000円 5.8 7.1 0.9 0.4 3.1

12.2 14.6 0.0 2.4 0.0～40,000円 13.4 15.2 1.3 0.0 3.6

19.5 12.2 0.0 0.0 2.4～30,000円 20.1 17.9 4.5 1.8 4.0

9.8 4.9 0.0 4.9 2.4～20,000円 18.8 12.1 3.1 6.7 12.9

2.4 4.9 12.2 0.0 2.4～10,000円 10.7 11.2 15.2 12.9 7.1

2.4 0.0 2.4 14.6 4.9～5,000円 3.6 10.3 11.6 5.4 6.3

0.0 2.4 19.5 19.5 19.50円（1000円未満） 2.7 3.6 24.1 40.2 19.6

36.6 41.5 65.9 56.1 68.3空欄 12.1 12.5 30.8 23.2 29.9

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0NA 4.9 4.9 7.6 9.4 8.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1ヶ月あたりの支出は、平均すると、食費では東京2.5万円～2.9万円・大阪2.1万円

～3.2万円、寝泊まり費では東京2.4万円～2.8万円・大阪2.3万円～4.0万円となってい

る。

なお、これら数字は、現在ほとんど定収入のない失業者・無業者も含む数字であるの

で、就業状態・就業形態別にみていく必要があり、これを一覧表にしたものが表16であ

る（「食費」と「寝泊まり費」とについてのみ掲げた。）。

これによれば、食費（東京）については、「②住居喪失非正規労働者」は2.9万円～

3.2万円、「④住居喪失日雇派遣労働者」は3.2万円～3.7万円となっている。また、寝泊

まり費（東京）については、「②住居喪失非正規労働者」は2.7万円～3.1万円、「④住居

喪失日雇派遣労働者」は2.8万円～3.3万円となっている。

（万円）表16 就業状態・就業形態別の支出額

食費 寝泊まり費

大阪 大阪東京 東京

2.1～3.2 2.3～4.0①住居喪失者 2.5～2.9 2.4～2.8

2.2～3.4 2.3～3.4②住居喪失非正規労働者 2.9～3.2 2.7～3.1

※ 2.3～3.2③住居喪失日雇労働者 2.7～3.1 2.7～3.0

※ ※④住居喪失日雇派遣労働者 3.2～3.7 2.8～3.3

※ ※⑤住居喪失日雇直用労働者 2.5～2.9 2.6～2.9

※ ※⑥住居喪失自営業・フリーランス 2.6～3.0 3.7～4.3

※ ※⑦住居喪失失業者 1.8～2.1 0.8～1.0

※ ※⑧住居喪失無業者 1.2～1.3 1.0～1.0

（注）「○～○」という表記の左側は、空欄を0円として処理した場合、右側は空欄をNAとして処理した場

合の数字を表す。※は対象調査サンプルが10人未満であることを表す。



（注18）借金額については1000万以上の者が東京で2人、大阪で3人いたが、事業に失敗した自営業者など特殊要因

によるものと考えられるとともに、平均額を大きく引き上げるものとなるため、これらを除外して平均値を計算した。
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２．借金の状況

Ｑ21 <学生（Q12=５）以外に対して> 現在借金がありますか。ある場合は、総額でどのぐ

（注：ない場合は0と記入）らいになりますか。（ ）内にあてはまる数を記入してください。

大阪東京 (非正規）

48.8(%)ある （ 万円） 29.9(%) 32.2(%)

41.5(%)ない 55.4(%) 50.7(%)

9.8(%)NA 14.7(%) 17.1(%)

100.0(%)100.0(%) 100.0(%)

(万円)現在の借金額 （「ある」者の平均額）
（注18）

92(万円) 92(万円) 124

(万円)現在の借金額 （「ある」者と「ない」者の平均額） 32(万円) 35(万円) 62

借金については、東京では、「ある」とする者が約3割（29.9%）で、現在の借金額は、

「ある」者の平均で92万円、「ある」者と「ない」者の平均で32万円である。大阪では、「あ

る」とする者が約半数（48.8%）で、現在の借金額は、「ある」者の平均で124万円、「ある」

者と「ない」者の平均で62万円である。

東京分について年齢階層別にみると、借金のある者が中高年層で27.3%であるのに、

若年層では64.2%となっている。

３．雇用保険・社会保険の加入状況

（注：現在、Ｑ24 <学生（Q12=５）以外に対して> 雇用保険・社会保険に加入していますか。

保険料を支払っている場合を「加入」とします。）

大阪(1) 雇用保険 東京 （非正規）

7.3(%)１．加入している 4.0(%) 3.4(%)

0.0２．よくわからない 14.3 19.2

85.4３．加入していない 80.4 76.0

7.3NA 1.3 1.4

100.0100.0 100.0

大阪(2) 医療保険 東京 （非正規）

0.0(%)１．「健康保険」に加入 3.1(%) 2.7(%)

22.0２．「国民健康保険」に加入 6.7 4.1

7.3３．よくわからない 15.6 20.5

65.9４．加入していない 73.2 71.2

4.9NA 1.3 1.4

100.0100.0 100.0



（注19）Q25（悩み事を相談できる人）の6（その他）の具体的回答例は、「区役所・福祉事務所」（10人）など。

（注20）「悩み事の相談相手がいない」とする者の割合については、例えば、労働政策研究・研修機構が東京の18～

29歳の若者2000人(学生・主婦除く）に対して行った「若者のワークスタイル調査」（＝「大都市の若者の就業行

動と移行過程（2006)」所収）において類似の質問項目があるが、男性で4～5%程度（経済的な問題を除く）となっ

ており、それに比べて本調査の割合は相当高いものといえる。
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大阪(3) 年金 東京 （非正規）

14.6(%)１．「厚生年金」に加入 3.6(%) 3.4(%)

9.8２．「国民年金」に加入 2.7 0.7

4.9３．よくわからない 12.9 17.1

68.3４．加入していない 79.0 76.7

2.4NA 1.8 2.1

100.0100.0 100.0

雇用保険・医療保険・年金については、「加入していない」者が全体的に7～8割であ

る。

４．悩み事等を相談できる人

Ｑ25 <学生（Q12=５）以外に対して> 困ったことや悩み事を相談できる人がいますか。次

の中からあてはまるものを全部あげてください。（７．以外複数回答可）

大阪東京 （非正規）

19.5(%)１．親 2.7(%) 3.4(%)

4.9２．兄弟・親せき 8.9 9.6

12.2３．友人 29.0 32.2

4.9４．知人・知り合い 13.8 11.6

4.9５．職場の同僚 0.9 0.7

7.3６．その他（ ）
（注19）

7.1 7.5

56.1７．相談できる人はいない 42.2 38.4

0.0NA 4.9 5.5

困ったことや悩み事を「相談できる人がいない」とする者の割合は、東京では42.2%、大

阪では56.1%である 。
（注20）
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５．将来の生活に対する気持ち

Ｑ26 <学生（Q12=５）以外に対して> 将来の生活に対してどんな気持ちを持っています

か。 次の中から最も近いものを一つ選んでください。

大阪東京 （非正規）

12.2(%)１．やりたいことなど将来の希望や目標があるので、がんばることができる 10.7(%) 9.6(%)

17.1２．いずれどうにかなると思うので、将来はあまり不安ではない 17.9 17.1

17.1３．将来のことは考えないようにしている 17.9 15.1

19.5４．将来のことが、漠然と不安 26.3 28.1

34.1５．将来のことが、とても不安 20.5 22.6

0.0NA 6.7 7.5

100.0100.0 100.0

「将来の生活に対して不安」 を感じている者が、約半数を占めている（東京46.8%・（4・5)

大阪53.6%）。

東京分について年齢階層別にみると、「いずれどうにかなると思う」者 の割合は、若（2)

年層で28.4%であるが、中高年層はその半分（11.9%)となっている。

６．一番困っていること

Ｑ27 <学生（Q12=５）以外に対して> 今、一番困っていることはどんなことですか。（自由記述）

今、一番困っていることに関して自由に回答してもらった内容を、東京と大阪の住居

喪失者全体について大まかに分類してみると、「仕事がない」「仕事が不安定」など仕

事に関することをあげる者が23．0％、「住居がない」「アパートを借りたい」など住居に

関することをあげる者が22.3%、「お金がない」「収入が不安定」など収入や金銭の確保

に関することをあげる者が20.0%となっており、「仕事」「住居」「金銭」に関する回答が多

かった。

そのほか、「病気・けが・健康状態」(7.2%）、「食事」（3.8％）、「債務・借金」（1.9％）

などが困っていることとしてあげられている。
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【別表】 「生活・就業実態調査」の年齢階層別集計表（住居喪失者）

（注）○ 質問文の文章が長いものは適宜短縮している。
○ 数字の単位は特記のない限り、すべて％である。
○ 年齢階層に分けた場合はサンプル数が少ないため、

特に大阪分については参考値として取り扱う必要がある。

第１節 調査対象者の基本的属性
東京 大阪

35歳未満 35歳以上 35歳未満 35歳以上
１．性別（Ｑ１）

90.0 95.2１．男 87.7 97.9
10.0 4.8２．女 11.1 2.1
0.0 0.0NA 1.2 0.0

２．年齢（Ｑ２）
5.0 -１．19歳以下 1.2 -

10.0 -２．20～24歳 42.0 -
35.0 -３．25～29歳 34.6 -
50.0 -４．30～34歳 22.2 -

- 47.6５．35～39歳 - 9.1
- 28.6６．40～49歳 - 32.2
- 23.8７．50～59歳 - 39.2
- 0.0８．60歳以上 - 19.6

0.0 0.0NA 0.0 0.0

３．学歴
20.0 23.8１．中学卒業 3.7 28.0
20.0 19.0２．高校中退 27.2 18.2
50.0 33.3３．高校卒業 60.5 33.6
0.0 4.8４．短大等中退 1.2 4.9

10.0 9.5５．短大等卒業 1.2 4.2
0.0 4.8６．大学中退 2.5 0.7
0.0 4.8７．大学卒業 1.2 5.6
0.0 0.0NA 2.5 4.9

第２節 住居関係の状況
東京 大阪

35歳未満 35歳以上 35歳未満 35歳以上

１．オールナイト利用の理由（問Ｂ）
4(人)６．住居に帰りたくないため（当分の間帰らない） 50(人) 26(人) 17(人)

21(人)７．現在住居がなく、寝泊まりするために利用 81(人) 143(人) 20(人)

２．オールナイト利用の頻度（問A）
55.0 47.6１．週５日程度以上 45.7 16.8
20.0 4.8２．週に3～4日程度 34.6 25.9
15.0 28.6３．週に１～2日程度 8.6 28.7
5.0 0.0４．月に1～2回程度 6.2 11.9
5.0 9.5５．たまに 3.7 15.4
0.0 4.8６．今回はじめて 1.2 1.4
0.0 4.8NA 0.0 0.0

３．寝泊まりの場所（Ｑ３）
※「よく利用するもの」と「たまに利用するもの」の合計

15.0 9.5１．ビジネスホテル・旅館 2.5 4.2
15.0 9.5２．カプセルホテル 16.0 29.4
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10.0 19.0３．簡易宿泊所（ドヤ） 0.0 5.6
20.0 19.0４．サウナ 8.6 45.5
0.0 0.0５．カラオケ店 18.5 2.8

20.0 14.3６．ファーストフード店 67.9 34.3
15.0 4.8７．その他の飲食店 18.5 4.9
30.0 52.4８．路上 34.6 44.8
20.0 0.0９．友人の家など 49.4 6.3
20.0 0.010．夜は起きていて昼に図書館などで寝る 1.2 2.8
15.0 23.811．その他（ ） 2.5 11.2
20.0 9.512．ネットカフェ・マンガ喫茶以外にはない 4.9 3.5
0.0 0.0NA 0.0 0.0

４．住居喪失の理由（Ｑ４）
5.0 28.6１．仕事を辞めて家賃等を払えなくなったため 27.2 35.7

50.0 38.1２．仕事を辞めて寮や住み込み先を出たため 13.6 23.8
15.0 4.8３．仕事は続けているが、家賃等を払えないため 1.2 2.8
0.0 14.3４．借金などのトラブルがあったため 9.9 2.8

15.0 9.5５．家族との関係が悪く、住居を出たため 16.0 12.6
5.0 0.0６．家族との関係によらず、住居を出たかったため 2.5 5.6
0.0 0.0７．友人宅等に居づらくなくなったため 8.6 0.0
5.0 4.8８．その他（ ） 12.3 10.5
5.0 0.0NA 8.6 6.3

５．住居のあった場所（Ｑ５）
20.0 9.5１．同じ市区町村 12.3 6.3
20.0 38.1２．同じ都道府県内の別の市区町村 32.1 34.3
20.0 4.8３．異なる都道府県の市区町村（通勤圏内） 34.6 28.0
35.0 47.6４．異なる都道府県の市区町村（通勤圏外） 14.8 26.6
5.0 0.0NA 6.2 4.9

６．住むところとして最後に頼れる場所（Ｑ６）
35.0 9.5１．ある 55.6 36.4
60.0 90.5２．ない 39.5 60.8
5.0 0.0NA 4.9 2.8

７．住居喪失期間（Ｑ７）
25.0 9.5１．1か月未満 6.2 3.5
15.0 14.3２．1か月～3か月未満 25.9 9.１
5.0 14.3３．3か月～6か月未満 32.1 7.7

15.0 23.8４．6か月～１年未満 12.3 7.0
10.0 28.6５．1年～3年未満 16.0 21.0
10.0 0.0６ ． 3年～5年未満 1.2 14.7
10.0 4.8７．5年～10年未満 4.9 15.4
10.0 4.8８．10年以上 0.0 21.7
0.0 0.0NA 1.2 0.0

８．住居確保の希望・活動（Ｑ８）
10.0 9.5１．住居を確保したいと思わない 44.4 23.1
55.0 61.9２．住居を確保したいが、活動・努力はしていない 44.4 51.0
30.0 23.8３．住居確保の活動・努力をしている 7.4 23.8
5.0 4.8NA 3.7 2.1

９．住居確保のための相談窓口等の希望（Ｑ９）
65.0 42.9１．はい 32.1 72.7
15.0 28.6２．いいえ 66.7 23.8
20.0 28.6NA 1.2 3.5

１０．住居確保にあたっての問題（Ｑ10）
85.0 66.7１．入居初期費用(敷金等)をなかなか貯蓄できない 66.7 65.7
35.0 14.3２．入居保証人を確保できない 28.4 32.9
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60.0 57.1３．家賃を払い続けるための安定収入が無い 38.3 37.8
0.0 0.0４．家賃・光熱費がもったいない 3.7 3.5

10.0 4.8５．住込求人や寮付き求人が見つからない 9.9 13.3
0.0 4.8６．その他（ ） 4.9 14.0
5.0 9.5７．特に問題になることはない 16.0 9.8
5.0 0.0NA 4.9 1.4

１１．ネットカフェ等がなかった場合の寝泊まりの場所（Ｑ11）
25.0 19.0１．宿泊施設 4.9 23.8
30.0 33.3２．サウナ・ファーストフードﾞ店などの深夜営業店舗 16.0 29.4
10.0 28.6３．路上 19.8 34.3
15.0 0.0４．友人の家など 29.6 1.4
0.0 0.0５．夜は起きていて昼に図書館などで寝ていた 1.2 0.0
0.0 4.8６．努力して住居を失わないようにしていた 0.0 0.0

10.0 0.0７．努力して新しい住居」を確保していた 1.2 0.0
5.0 9.5８．その他（ ） 7.4 0.7
5.0 4.8NA 19.8 10.5

第３節 就業関係の状況
東京 大阪

35歳未満 35歳以上 35歳未満 35歳以上
１．就業状況（Ｑ12）／２．就業形態（Ｑ13）

5.0 19.0日雇派遣労働者 8.6 16.8
5.0 0.0日雇以外の短期派遣労働者（2日以上～1か月未満） 3.7 4.2
0.0 0.0中期派遣労働者（１か月以上） 2.5 0.7
5.0 0.0常用派遣労働者 0.0 3.5

20.0 23.8日雇直用労働者 48.1 27.3
0.0 0.0日雇以外の短期直用労働者（2日以上～1か月未満） 7.4 4.9
5.0 0.0中期直用労働者（１か月以上） 1.2 0.7

10.0 0.0常用直用非正規労働者 0.0 4.2
5.0 4.8正社員 0.0 1.4

15.0 4.8自営業・自由業・フリーランス 6.2 8.4
25.0 38.1失業者(ふだん仕事をしていない(仕事を探している)) 12.3 18.9
5.0 9.5無業者(ふだん仕事をしていない(仕事を探していない)) 6.2 7.7
0.0 0.0学生 0.0 0.0
0.0 0.0NA 3.7 1.4

３．職種（Ｑ14）
0.0 0.0１．事務・ＩＴ関係 0.0 1.0

21.4 18.2２．製造関係 6.1 4.8
14.3 9.1３．運転・運搬・倉庫関係 9.1 16.2
0.0 18.2４．警備関係 13.6 1.9

21.4 27.3５．建設関係 22.7 52.4
0.0 0.0６．清掃関係 7.6 5.7
0.0 0.0７．医療・介護関係 0.0 0.0
0.0 0.0８．営業関係 4.5 0.0
7.1 9.1９．販売関係 10.6 0.0

14.3 0.010．飲食店関係 6.1 2.9
7.1 18.211．その他の接客・サービス関係 6.1 2.9

14.3 0.012．その他（ ） 12.1 11.4
0.0 0.0NA 1.5 1.0

４．正社員の経験（Ｑ23）
25.0 14.3１．正社員の経験はない 48.1 14.0
15.0 9.5２．１年未満 25.9 2.8
30.0 4.8３．１年～３年未満 21.0 5.6
10.0 14.3４．３年～５年未満 1.2 9.1
20.0 19.0５．５年～10年未満 0.0 14.7
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0.0 38.1６．10年以上 3.7 52.4
0.0 0.0NA 0.0 1.4

５．求職活動状況（Ｑ15）
14.3 27.3１．具体的な求職活動をしている 15.2 32.4
64.3 18.2２．今後求職活動をする予定 57.6 24.8
21.4 54.5３．今後も求職活動をする予定はない 18.2 42.9
0.0 0.0NA 9.1 0.0

６．ハローワークの利用状況（Ｑ16）
28.6 63.6１．ハローワークで求人情報を探している 20.0 42.6
0.0 0.0２．ハローワークで職業相談・職業紹介を受けている 20.0 8.2

71.4 27.3３．ハローワークを利用していない 60.0 52.5
0.0 9.1NA 0.0 1.6

７．求職活動に対する支援希望（Ｑ17）
31.3 23.1１．ハローワークで職業相談・職業紹介を受けたい 17.2 21.8
68.8 69.2２．求人情報が欲しい 46.6 66.7
6.3 7.7３．職業訓練を受けたい 24.1 12.6

18.8 38.5４．その他（ ） 3.4 5.7
12.5 0.0５．特に支援はいらない 39.7 13.8
0.0 7.7NA 0.0 3.4

８．求職活動にあたっての問題（Ｑ18）
5.0 4.8１．求人条件の年齢があわない 3.7 49.0

15.0 0.0２．職歴・技能等が不十分 35.8 9.8
35.0 19.0３．希望する条件の仕事がない 23.5 16.1
10.0 0.0４．就職・転職活動をする時間的余裕がない 8.6 3.5
50.0 57.1５．日払いでないと生活費が続かない 61.7 28.0
55.0 57.1６．現在、履歴書に書く住所がない 29.6 30.8
20.0 38.1７．その他（ ） 4.9 12.6
15.0 4.8８．特に問題になることはない 11.1 9.8
10.0 4.8NA 3.7 4.9

９．１ヶ月の収入（Ｑ19）
(万円) (万円)１か月の収入額（平均額） 12.5 9.7(万円) (万円) 11.6 4.9
15.0 19.0NA 4.9 7.7

第４節 生活の状況
東京 大阪

35歳未満 35歳以上 35歳未満 35歳以上
１．１ヶ月の支出（平均額）（Ｑ20）

空欄回答を「0円」として処理した場合の平均額※
～「NA」として処理したした場合の平均額

1.9～3.4 2.2～3.1(1) 食費 2.3～2.8 2.7～3.0
2.0～4.0 2.7～4.1(2) 寝泊まり費用(ネットカフェ等利用料を含む) 2.7～3.3 2.2～2.5
0.1～0.4 0.1～0.3(3) 衣服・日用品や理美容・浴場など 0.8～1.5 0.5～0.7
0.8～1.7 0.1～0.2(4) 携帯電話代 0.6～1.0 0.2～0.3
0.2～0.8 0.1～0.4(5) 娯楽 1.3～2.6 2.0～2.5

２．借金の状況（Ｑ21）
55.0 47.6ある 64.2 27.3
45.0 38.1ない 35.8 66.4
0.0 14.3NA 0.0 6.3

116.4(万円) 118.6(万円)現在の借金額（「ある」者の平均額） 49.8 68.7(万円) (万円)

(万円) (万円)現在の借金額（「ある」者と「ない」者の平均額） 32.0 19.6(万円) (万円) 64.0 55.3
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３．雇用保険・社会保険の加入状況（Ｑ24）
(1) 雇用保険

10.0 4.8１．加入している 0.0 6.3
0.0 0.0２．よくわからない 32.1 4.2

80.0 90.5３．加入していない 66.7 88.1
10.0 4.8NA 1.2 1.4

(2) 医療保険
0.0 0.0１．「健康保険」に加入 1.2 4.2

30.0 14.3２．「国民健康保険」に加入 3.7 8.4
15.0 0.0３．よくわからない 33.3 5.6
55.0 76.2４．加入していない 60.5 80.4
0.0 9.5NA 1.2 1.4

(3) 年金
5.0 23.8１．「厚生年金」に加入 0.0 5.6

10.0 9.5２．「国民年金」に加入 1.2 3.5
10.0 0.0３．よくわからない 30.9 2.8
70.0 66.7４．加入していない 66.7 86.0
5.0 0.0NA 1.2 2.1

４．悩み事等を相談できる人（Ｑ25）
20.0 19.0１．親 1.2 3.5
5.0 4.8２．兄弟・親せき 3.7 11.9

15.0 9.5３．友人 34.6 25.9
5.0 4.8４．知人・知り合い 19.8 10.5

10.0 0.0５．職場の同僚 0.0 1.4
10.0 4.8６．その他（ ） 2.5 9.8
55.0 57.1７．相談できる人はいない 35.8 46.2
0.0 0.0NA 11.1 1.4

５．将来の生活に対する気持ち（Ｑ26）
10.0 14.3１．将来の希望・目標があり、がんばることができる 6.2 13.3
20.0 14.3２．いずれどうにかなると思う 28.4 11.9
10.0 23.8３．将来のことは考えないようにしている 18.5 17.5
25.0 14.3４．将来のことが、漠然と不安 23.5 28.0
35.0 33.3５．将来のことが、とても不安 12.3 25.2
0.0 0.0NA 11.1 4.2
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※東京の住居喪失者（年齢別）に関する抜粋
35歳未満 35歳以上

オールナイト利用の頻度（問A）
・常連的利用者（週3～4日以上） 80.3 42.7

寝泊まりの場所（Ｑ３）「よく利用」+「たまに利用」
・サウナ 8.6 45.5
・カラオケ店 18.5 2.8
・ファーストフード店 67.9 34.3
・路上 34.6 44.8
・友人の家など 49.4 6.3

住むところとして最後に頼れる場所（Ｑ６）
・ある 55.6 36.4

住居喪失期間（Ｑ７）
・1年未満 76.5 27.3

住居確保の希望・活動（Ｑ８）
・住居を確保したいと思わない 44.4 23.1
・住居確保の活動・努力をしている 7.4 23.8

住居確保のための相談窓口等の希望（Ｑ９）
・はい 32.1 72.7

ネットカフェ等がなかった場合の寝泊まりの場所（Ｑ11）
・宿泊施設 4.9 23.8
・路上 19.8 34.3
・友人の家など 29.6 1.4

就業状況（Ｑ12）／就業形態（Ｑ13）
・日雇派遣労働者 8.6 16.8
・日雇直用労働者 48.1 27.3

職種（Ｑ14）
・運転・運搬・倉庫関係 9.1 16.2
・警備関係 13.6 1.9
・建設関係 22.7 52.4
・販売関係 10.6 0.0

正社員の経験（Ｑ23）
・正社員の経験はない 48.1 14.0
・10年以上 3.7 52.4

求職活動状況（Ｑ15）
・具体的な求職活動をしている 15.2 32.4
・今後も求職活動をする予定はない 18.2 42.9

ハローワークの利用状況（Ｑ16）
・ハローワークで求人情報を探している 20.0 42.6
・ハローワークで職業相談・職業紹介を受けている 20.0 8.2

求職活動に対する支援希望（Ｑ17）
・求人情報が欲しい 46.6 66.7
・特に支援はいらない 39.7 13.8

求職活動にあたっての問題（Ｑ18）
・求人条件の年齢があわない 3.7 49.0
・職歴・技能等が不十分 35.8 9.8
・希望する条件の仕事がない 23.5 16.1
・日払いでないと生活費が続かない 61.7 28.0

１ヶ月の収入（Ｑ19）
(万円) (万円)・１か月の収入額（平均額） 12.5 9.7

借金の状況（Ｑ21）
・ある 64.2 27.3

悩み事等を相談できる人（Ｑ25）
・兄弟・親せき 3.7 11.9
・友人 34.6 25.9
・相談できる人はいない 35.8 46.2

将来の生活に対する気持ち（Ｑ26）
・将来の希望・目標があり、がんばることができる 6.2 13.3
・いずれどうにかなると思う 28.4 11.9
・将来不安（漠然+とても） 35.8 53.2
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【参考】 不安定就労者等の年齢構成

○ 本調査の対象とする「住居喪失者」は、非正規労働者や失業者・無業者など、不安定就

労の状態におかれている者が多いが、総務省統計局の「労働力調査」によって、これらに相

当する者の年齢構成が全体としてどうなっているかを確認する。

○ 具体的には、「労働力調査」(平成18年）によって数字をひろうことのできる次の3類型につ

いて、本調査において大半を占めていた「男性」についてみてみる（参考表１・参考図１）。

「１年未満の有期雇用労働者(卒業者）」

「労働力調査」では「日雇」及び「臨時」と呼称される。直用労働者であるか派遣労働者であ

るかは問わない。ここでは、学生アルバイトを含めないよう「卒業者」のデータをひろった。こ

れは、本調査（概数調査）における「非正規労働者（住居喪失者のうちの構成比46.3％）」の

うちの常用分を除いた者に相当する。

「完全失業者」

本調査（概数調査）における「失業者（住居喪失者のうちの構成比20.3％）」に相当する。

「非労働力人口（家事・学業従事者を除く）」

「労働力調査」における「非労働力人口」のうち、家事・学業に従事している者を除く「その

他」の数をひろった。ただし、60歳以上は、不安定就労者等とは異質な、安定的雇用層から

の定年退職者等が大量に参入してくることに留意。本調査（概数調査）における「無業者（住

居喪失者のうちの構成比20.6％）」に相当する。

参考表１ 「１年未満の有期雇用労働者」「完全失業者」「非労働力人口」の

（万人（%))年齢構成（男性・全国）

１年未満の 完全失業者 非労働力人口

有期雇用労働者 （家事・学業除く）

（卒業者）

(3.0) (0.6)15～19歳 5 6
31 (14.1)

(1.0)20～24歳 1023 (13.7)

(1.2)25～29歳 12
45 (20.5)

25 (14.9)

(12.5) (1.2)30～34歳 21 12

(8.9) (1.2)35～39歳 15 12
22 (10.0)

(6.5) (1.0)40～44歳 11 10

(6.5) (1.1)45～49歳
20 (9.1)

11 11

(1.6)50～54歳 1613 (7.7)

(3.2)55～59歳 32
57 (25.9)

20 (11.9)

(8.9) (10.7)60～64歳 15 106

(20.5) (5.4) (77.0)65歳以上 45 9 762

(100.0) (100.0) (100.0)合計 220 168 989

(注）「1年未満の有期雇用労働者（卒業者）」については10歳刻みしかデータがとれない。
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参考図１ 「１年未満の有期雇用労働者」「完全失業者」と「住居喪失者」の

年齢構成(男性・全国）

１年未満の有期雇用労働者の実数（左軸）

完全失業者の実数（左軸）

住居喪失者の構成比（右軸）

（注）各データ系列によって年齢階層幅が異なるため、それぞれの年齢階層の中心に相

当する位置にデータをプロットした。

○ これによれば、「１年未満の有期雇用労働者（卒業者）」は、平成18年時点で、25～34歳

層（45万人・20.5%）、及び55歳～64歳層（57万人・25.9%）において２つの山がみられる。

○ また、「完全失業者」においても、20歳代（48万人・28.6%）と50歳代（33万人・19.6%）に２

つの山が見られる。

○ このような傾向は、本調査（全国）における「住居喪失者」及び「住居喪失非正規労働者」

の年齢構成（本文第2部第3章３(1)参照）とほぼ合致するものである。
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【資料】

No.

ネットカフェ等のオールナイト利用者アンケート

○ アンケートへの回答結果は統計的に処理され、個人が特定されることは一切あ

りませんので、ありのままを記入してください。

○ アンケートを受ける者１人につき、１部を記入してください。

○ 回答方法は、特に指定のない限り、該当する項目の数字を○で囲んでください。

平成19年6～7月

調査員 調査日時 市区町村名 地区名 店舗名

名称

コード
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フェイスシート

ネットカフェ・マンガ喫茶などをオールナイトで利用する頻度はどのくらい問Ａ

ですか。

週５日程度以上１．

週に3～4日程度２．

週に１～2日程度３．

月に1～2回程度４．

たまに５．

今回はじめて６．

ネットカフェ・マンガ喫茶などをオールナイトで利用する主な理由として、問Ｂ

次の中から最も近いものを一つ選んでください。

（注：なお以下の選択肢における「住居」とは、ふだん帰る自宅やアパート、

会社の寮・住込み先などをいい、遠い実家は含みません ）。

今回のアン１． パソコン・ゲーム・漫画等をオールナイトで利用するため

（帰るのがおっくうな） ケート調査は２． 遊び等で夜遅くなり「住居」に帰れない ため

終わりです。３． 仕事等で夜遅くなり（又は朝が早く)「住居」に帰れない

（帰るのがおっくうな） ありがとうごため

ざいました。４． 現在旅行(又は出張）中であり、宿がわりに利用

（ちかぢか帰る予定）５． 「住居」に帰りたくない事情があるため

６． (Ｑ１へ)「住居」に帰りたくない事情があるため（当分の間帰らない）

よろしければ、その具体的理由を教えてください

７． (Ｑ１へ)現在「住居」がなく、寝泊まりするために利用
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アンケートシート

性別Ｑ１

男 女１． ２．

年齢Ｑ２

19歳以下 20～24歳 25～29歳 30～34歳１． ２． ３． ４．

35～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上５． ６． ７． ８．

ネットカフェ・マンガ喫茶などのほかに、寝泊まりするためにどんな場所を利Ｑ３

用していますか。よく利用するものに「○ 、たまに利用するものに「△」を付け」

てください。( 以外複数回答可能）12．

ビジネスホテル・旅館１．

カプセルホテル２．

簡易宿泊所（ドヤ）３．

サウナ４．

カラオケ店５．

ファーストフード店６．

その他の飲食店７．

路上（公園・河川敷・道路・駅舎等の施設）８．

友人の家などに泊めてもらう９．

夜は起きていて昼に図書館などで寝る10．

その他（ ）11．

ネットカフェ・マンガ喫茶以外にはない12．

問Bでフェイスシートの

とした者は→Ｑ７「６．「住居」に帰りたくない事情があるため（当分の間帰らない）」

とした者は →Ｑ４「７．現在「住居」がなく、寝泊まりするために利用」
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「住居」がなくなったのは、主にどんな理由によりますか。次の中から一つ選Ｑ４

んでください。

仕事を辞めて家賃等を払えなくなったため１．

仕事を辞めて寮や住み込み先を出たため２．

仕事は続けているが、生活費がかさんで家賃等を払えなくなったため３．

借金などのトラブルがあったため４．

家族との関係が悪く 「住居」を出たため５． 、

家族との関係が悪いわけではないが 「住居」を出たかったため６． 、

友人等と同居していたが、居づらくなりその家・部屋を出たため７．

その他８．

なくなった「住居」があった場所はどこですか。Ｑ５

現在、寝泊まりしているネットカフェ等と同じ市区町村１．

現在、寝泊まりしているネットカフェ等と同じ都道府県内の別の市区町村２．

、 （ ）３． 現在 寝泊まりしているネットカフェ等と異なる都道府県の市区町村 通勤圏内

、 （ ）４． 現在 寝泊まりしているネットカフェ等と異なる都道府県の市区町村 通勤圏外

実家など、住むところとして最後に頼れる場所がありますか。Ｑ６

ある１．

ない２．

「住居」がなくなってから（又は「住居」に帰らなくなってから）の期間はどＱ７

のくらいですか。

1か月未満 1か月～3か月未満 3か月～6か月未満１． ２． ３．

6か月～１年未満 1年～3年未満 3年～5年未満４． ５． ６．

5年～10年未満 10年以上７． ８．
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「住居」を確保することについて、あてはまるものはどれですか。Ｑ８

「住居」を確保したいと思わない１．

「住居」を確保したいが、具体的な活動・努力 はしていない２． （貯蓄など）

「住居」を確保するための具体的な活動・努力 をしている３． （貯蓄など）

「住居」を確保することに関して、相談窓口や正確な情報が得られる機会が欲Ｑ９

しいと思いますか。

はい いいえ１． ２．

「住居」を確保することに関して、何が問題になっていますか。次の中からあＱ10

てはまるものを全部あげてください。( 以外複数回答可能）７．

アパート等の入居に必要な初期費用（敷金等）をなかなか貯蓄できない１．

アパート等の入居に必要な保証人を確保できない２．

アパート等に入居しても家賃を払い続けるための安定収入が無く不安３．

家賃や光熱費がもったいないので苦労してアパート等へ入居する気になれない４．

住み込み可能な求人や社員寮のある会社の求人が見つからない５．

その他（ ）６．

特に問題になることはない７．

もし、ネットカフェや漫画喫茶などがなかった場合、寝泊まりする場所をどうＱ11

していたと思いますか。次の中から最も可能性が高いと思うものを一つ選んでく

ださい。

宿泊施設（ビジネスホテル・旅館・カプセルホテル・簡易宿泊所（ドヤ）等）１．

で寝泊まりしていた

ネットカフェ・漫画喫茶等以外の深夜営業店舗（サウナ・カラオケ店・ファースト２．

フード店・その他飲食店等）を利用して寝ていた

路上（公園・河川敷・道路・駅舎等の施設）で寝ていた３．

友人の家などに泊めてもらっていた４．

夜は起きていて昼に図書館などで寝ていた５．

努力して前の「住居」を失わないようにしていた６．

努力して新しい「住居」を確保していた７．

その他（ ）８．
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ふだん、仕事をしていらっしゃいますか。次の中から一つ選んでください。Ｑ12

１． (Ｑ13へ)生計をたてるための仕事をしている

２． (Ｑ13へ)家族の収入を補助するための仕事をしている

３． (Ｑ16へ)ふだん仕事をしていない（仕事を探している）

４． (Ｑ18へ)ふだん仕事をしていない（仕事を探していない）

今回のアンケート調５． 学生（学生アルバイトを含む）

査は終わりです。あり

がとうございました。

現在の仕事の形態は次のどれにあてはまりますか。次の中から一つ選んでくだＱ13

さい。

正社員１．

派遣労働者（１日ごとの有期雇用）２．

派遣労働者（２日以上～１か月未満の有期雇用）３．

派遣労働者（１か月以上の有期雇用）４．

派遣労働者（雇用期間の定めなし）５．

派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等（１日ごとの有期雇用）６．

派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等（２日以上～1か月未満の有期雇用）７．

派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等（１か月以上の有期雇用）８．

派遣以外のアルバイト・パート・契約社員等（雇用期間の定めなし）９．

自営業・自由業・フリーランス10．

現在の仕事の職種は次のどれに当てはまりますか。次の中から主なものを一つＱ14

選んでください。

事務・ＩＴ関係１．

製造関係２．

運転・運搬・倉庫関係３．

警備関係４．

建設関係５．

清掃関係６．

医療・介護関係７．

営業関係８．

販売関係９．

飲食店関係10．

その他の接客・サービス関係11．

その他（ ）12．
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より安定した仕事への転職をするために、求職活動をしていますか。Ｑ15

１． (Ｑ16へ)具体的な求職活動をしている

２． (Ｑ17へ)今は求職活動をしていないが、今後求職活動をする予定

３． (Ｑ18へ)今も求職活動をしていないし、今後も求職活動をする予定はない

求職活動においてハローワークを利用していますか。( 以外複数回答可能）Ｑ16 ３．

ハローワークで求人情報を探している１．

ハローワークで職業相談・職業紹介を受けている２．

ハローワークを利用していない３．

求職活動において、今後具体的にどんな支援を希望しますか。次の中からあてＱ17

はまるものを全部あげてください。( 以外複数回答可能）５．

ハローワークで職業相談・職業紹介を受けたい１．

求人情報が欲しい２．

職業訓練を受けたい３．

その他４．

特に支援はいらない５．

求職活動をする上で（又はしようとする上で 、何が問題になっていますか？Ｑ18 ）

あてはまるものを全部あげてください （ 以外複数回答可）。 ８．

求人条件の年齢があわない１．

職歴・技能等が不十分２．

希望する条件の仕事がない３．

就職・転職活動をする時間的余裕がない４．

日払いでないと生活費が続かない５．

現在、履歴書に書く住所がない６．

その他７．

特に問題になることはない８．
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収入は１か月にいくらぐらいになりますか（ここ３か月ぐらいの平均 。Ｑ19 ）

（ ）内にあてはまる数を記入してください。

（注：整数または小数の場合は小数点以下1位までで記入）

約（ ）万円

毎月の支出は平均していくらぐらいになりますか（ここ３か月ぐらいの平均 。Ｑ20 ）

次の各項目について（ ）内に当てはまる数を記入してください。

（注：整数または小数の場合は小数点以下1位までで記入）

約（ )万円(1) 食費

約（ )万円(2) 寝泊まりのための費用（ネットカフェ等の利用料を含む）

約（ )万円(3) 衣服・日用品や理美容・浴場など生活必需項目

約（ )万円(4) 携帯電話代

約（ )万円(5) 娯楽（飲酒・ギャンブル・ゲーム・雑誌などを含む）

現在借金がありますか。ある場合は、総額でどのぐらいになりますか。Ｑ21

（注：ない場合は0と記入）（ ）内にあてはまる数を記入してください。

約（ ）万円

最後に卒業（又は中退）した学校は次のどれですか。Ｑ22

中学卒業１．

高校中退２．

高校卒業３．

短大・高専・専門学校中退４．

短大・高専・専門学校卒業５．

大学中退６．

大学卒業７．
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これまで、正社員として勤務した経験がありますか。ある場合、その期間は合Ｑ23

計でどのくらいですか。

正社員の経験はない １年未満 １年～３年未満１． ２． ３．

３年～５年未満 ５年～10年未満 10年以上４． ５． ６．

（注：現在、保険料を支払っている場合をＱ24 雇用保険・社会保険に加入していますか。

「加入」とします ）。

(1) 雇用保険 加入している よくわからない 加入していない１． ２． ３．

(2) 医療保険 「健康保険」に加入 「国民健康保険」に加入１ ２． ．

よくわからない 加入していない３． ４．

(3) 年金 「厚生年金」に加入 「国民年金」に加入１ ２． ．

よくわからない 加入していない３． ４．

困ったことや悩み事を相談できる人がいますか。次の中からあてはまるものをＱ25

全部あげてください （ 以外複数回答可）。 ７．

親１．

兄弟・親せき２．

友人３．

知人・知り合い４．

職場の同僚５．

その他（ ）６．

相談できる人はいない７．

将来の生活に対してどんな気持ちを持っていますか。 次の中から最も近いもＱ26

のを一つ選んでください。

やりたいことなど将来の希望や目標があるので、がんばることができる１．

いずれどうにかなると思うので、将来はあまり不安ではない２．

将来のことは考えないようにしている３．

将来のことが、漠然と不安４．

将来のことが、とても不安５．
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今、一番困っていることはどんなことですか （自由記述）Ｑ27 。


